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は じ め に

近年 、エ レク トロニ ック ・コマース(EC:電 子 商取 引)に 代 表 され る よ う

な、 オ ー プ ンな ネ ッ トワーク を介 した組織 間の情報 交換 の重要性 が強調 され

る中、EDI(電 子 デ ー タ交 換)の 重 要性 が再 認 識 され て きてい ます 。EDIは 、

各 業 界 ・企 業 に よ る長 年 に わ た る努 力 と、政策 当局が早 くか らその必要性 に

着眼 し展 開 して きた施 策 に よ り、着実 に発展 して きま した。 こ う した地 道 な

活動の積 み重 ねが今後 も重要 であることは言 うまで もあ りません。

しか しなが ら、従 来導 入 され たEDIは 、 ほ とん どが受 発 注 処 理 の 段 階 に止

まってお り、受発注 か ら納品の物流 、 さらには決済の金流の段階 に まで拡大

し、一つの ビジネ スサ イクル として一貫 したEDIを 行 う必要 が あ り ます 。 そ

れ が業 務 効率 の向上 や ビジネスチ ャンスの増加 に本格 的につ なが るか らです。

このため、製造、運輸 、金融 など異 なる業種 、業態 を結ぶ とい う、"業 際EDI"

が必要 とな り ます 。

この 度 、 通 商 産 業 省の 「業際EDIパ イ ロ ッ ト ・モ デ ル の 調 査 研 究 開 発 」事

業(平 成4～7年 度 、 受 託 先:産 業 情 報 化 推 進 セ ンタ ー)の 成 果 が ま と ま りま

したの で 、 「EDIフ ォ ー ラム196」 に お い て 、 「急 速 に展 開 す る物 流EDIと フ ァ

イ ナ ソ シ ャルEDI」 と題 して 、 「物 流EDI」 と 「請 求 支 払EDI」 に焦 点 を あて

た次 第 で す 。 そ の講 演 録 を ここにと りま とめ ましたので 、本資料 がわ が国に

おけるEDIの 発展 に資 す る ことが で きれ ば幸 いです。

最後 にな りま した が、「EDIフ ォー ラム!96」 の 開催 な らび に本 講 演 記 録 の作

成 に ご尽力 を賜 りま した関係各位 に深 く感謝 いた します。

平成8年11月

財団法人 日本情報処理 開発協会

産業情報化推進セ ンター





フ。ロ グ ラ ム

EDIフ ォー ラム!96

急 速 に展 開 す る物 流EDIと ファイナ ソシ ャルEDI

主 催:EDI推 進協議会

財 団法人 日本情報処理開発協会 ・産業情報化推 進セ ンター

期 日.1996年7月17日(水)10:00～15:30

場 所:東 京全 日空 ホテル 地下1階 「鳳の間」





【プ ロ グ ラ ム 】

挨拶 芳川 恒志(通 商産業省機械情報産業局情報政策企画室長)

講演 「EC時代におけるEDIの 役割 と課題」

窪田 芳夫(EDI推 進協議会企画委員長/東 京電力株式会社 顧問)

講演 「物流業際EDIの 現状と課題」

大久保秀典 (物流業際EDI調 整委員会委員 ・物流業際EDIワ ーキンググループ主査

/EDI推 進協議会普及 ・啓蒙委員会委員長

/東 芝物流株式会社取締役)

森内 隆明(花 王インフォネットワーク株式会社 取締役)

講演 「請求支払EDIに ついて」

澤 源太郎(請 求支払EDI委 員会委員長

/NTrデ ータ通信株式会社 新世代情報サービス本部企画担当部長)

藤井 慶三

鈴木 啓之

(請求支払EDI委 員会委員 ・コンセプ ト検討専門委員会主査

/株 式会社 日立製作所情報事業本部技術本部金融 システム技術部主任技師)

(請求支 払 ワーキング ・グループ主査

/ア ル プス電気株式会社経理部 グループマネージャ)

山本 真樹(全 国銀行協会連合会総務部次長)

講演 「EDIに関する標準契約について」

野村 豊弘(EDI法 的問題調査研究委員会委員 ・同作業部会主査

/学 習院大学法学部教授)

注 各講師のこ所属は本フォーラム開催時のものです。
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拶挨





挨 拶

芳川 恒志

通商産業省機械情報産業用情報政策企画室長

御紹介いただきました芳川でございます。本日の

「EDIフ ォーラムtg6」の開催に際 しまして、一言御

挨拶をさせていただきます。

皆様、御承知のように、通産省では、従来から情

報化を産業政策の一環と位置づけ、積極的に推進 し

ております。具体的には、EDIを 初めとする企業間

の取引、さらには企業 と消費者の取引まで幅広い産

業分野、経済活動に対 しまして、先進的な情報技術

を導 入 す るEC(電 子 商 取 引:Electronic

Commerce)を 推進 してきております。

このECは 従来の流通構造や、企業間関係、ある

いは企業内の意思決定のメカニズムのみならず、国

民生活全般 に至 るまで幅広 い経済活動 を変革 し得る

インパク トを有するということで、非常 に重要視 し

ております。こういう中で、電子商取引の実現に向

けて、従来から、企業間での電子データの交換、す

なわちEDIを 推進することは、極めて重要なEC実

現の柱 となるべきものであると考 えております。この

フォーラムが昨年に引き続 き開催 され、EDIに 関す

る知見が高まり、さらに皆様の関心が高 まっていく

ことは非常に有意義であると考えております。

ECに つきましては、昨今経済活動の効率化、国

際競争力の強化 という観点から、日本のみならず世

界的にも関心が高 まっており、欧米企業 を中心に活

発な動 きが展開されております。通産省といたしま

しても、ECの 推進を情報化政策としてだけでなく、

国際的あるいは産業全般にかかわる大 きなテーマと

して全力で取 り組んでおります。

具体的には昨年2度 の補正予算におきまして、300

億円を超える財源を確保 し、ECの 実証事業等をス

ター トしておりますし、これが有効に機能するよう

に、様々な検討会等 を実施 しております。

最後に、本 日はこのフォーラムの後に、EDI推 進

協議会、CALS推 進協議会、生産 ・調達 ・運用支援

統合情報 システム技術研究組合、電子商取引実証

推進協議会、これらのECに 関係する4団体の合同

総会 ・懇親会が予定 されております。初めての試み

でございまして、こういう関係の皆様方が一堂に会

して、交流の場 として活用 していただくことは大 き

な相乗効果 も期待できると考えておる次第でありま

す。

簡単でありますが、以上をもちまして、私の御挨

拶とさせていただきます。どうもありがとうございま

した。
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EC時 代 におけるEDIの 役割 と課題





「EC時 代 におけるEDIの 役割 と課題」

窪田 芳夫

EDI推 進協議会企画委員長

東京電力株式会社 顧問

おはようございます。ただいま御紹介いただきま

した東京電力の窪田でございます。

私 がEDIに かかわりましたのは約5年 半前です。そ

の当時を振 り返ってみますと、日本で初めてEDIに

関する国際会議、EDICOMを 東京で開催 しようと

いう話が通産省からありました。EDIに 関 して非常

に先進的、指導的な役割 を果た しておられました、

当時のTDKの 大歳会長(故 人)が 実行委員長にな

られ、私が講演企画委員長 を承 りまして、いろいろ

な方 々に御協力を願って、92年 の6月 に新宿の京王

プラザホテルで2日 間にわたってEDICOMを 開催し

ました。

幸いなことに、アメリカ、ヨーロッパを初めオース

トラリアやアジアの諸国から、かなり有名な講師の

方々が喜んで講演を引き受けてくださいまして、私

としては、初めての国際会議 を裏方でやらせていた

だいたのですが、大変 うまくいったと思っておりま

す。その会議の中で、アメリカの代表の方から、日

本がこれだけすばらしい国際会議 を開催できるにも

かかわらず、当時EDIを 推進する窓口がはっきりし

ない、これはいかがなものかという問いかけがありま

した。そのときの通産省情報政策企画室の三上室長

が、「いや、今考 えているんだ」という返事をされま

した。どういうことを考えているのかなと思 っており

ましたら、会議が終わった後 しばらくして、実はEDI

推進協議会なるものをつ くりたい、ぜひ一肌ぬいで

くれという話が通産省からありまして、私は再び設

立準備委員長 ということで、本協議会の立ち上げに

いろいろ仕かけをつくらさせていただいたわけでござ

います。そのとき、いろいろな業界の方々の御支援

をいただきまして、これから講演 されます大久保 さ

んなども中核的な役割 を果 たしてくださいました。そ

れから、今EDI推 進協議会の会長でおられます伊藤

忠商事の米倉会長 にも大変 お世話になりま して、

EDI推 進協議会が発足 したわけでございます。

ただ、そのときにも既に大企業の方々はオンライ

ン連携が始まっておりましたので、今さらEDIっ て

何だという批判的な声 も若干聞かれましたし、そん

なことをなぜやるのという無関心の派が非常に多か

ったように思います。ところが、今、EDIは 脚光 を

浴びつつあると思っております。それにはもちろん

EDI推 進協議会の活動というのは大変効果があった

と思 うのですが、それ以外に私は二つのきっかけが

あったように思っております。

一つは、インターネットが昨年 ぐらいから非常に

普及してまいりまして、コンピュータが身近なもの

になって、それなりに皆 さんに受け入れられた。なお

かつ、ネットワークの利用を皆 さんが体験 されて、こ

れは非常に便利だという実感を得 られたことで、こ

れから新しいビジネスチャンスにつながるのではない

かという期待感が出てきたということがあると思いま

す。

もう一つは、EDIFACTと いうEDIの スタンダード

が国連で決 まってお りますけれども、このほかに去

年 ごろから騒がれておりますCALSの ような、世界的

な標準化活動が皆 さんのお耳に届 くような時代にな

ってまいりました。世界的な標準化活動に乗 りおく

れると我が国のビジネスの形態 は、下手 をするとグ

ローバルビジネスからおいてきぼりを食ってしまうと

いう危機感が経営の トップの方々には出てきており

ます。

この二つが、EDIに 対する関心が非常に高まって

きた大きなきっかけになっているのではないかと思い

ます。

いよいよEDIが 本物になってきたなと思います。欧

米先進国から10年 ほどおくれておりますけれども、

日本はやる気になりますと非常に早いですから、こ

れから本当にいい意味でのEDIが 進展するのではな

いかと期待 をしている次第です。

ところで、今日は 「EC時代 におけるEDIの 役割と

課題」 ということで若干お話をさせていただくこと

になっておりますが、EC時 代とは何かという定義 も、

必ず しもはっきりしておりません。私なりに解釈い

たしますと、ネットワークを介 してビジネスが展開さ

れる時代になってきたけれども、我が国のEDIは ど

う進めるべきか、何が問題かについて話をすべきで

はないかと思っております。

EDIの 必要性については皆様にお話 しするのは釈
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迦に説法に近いかもしれませんが、メリッ トとして

挙げられますのは、省力化と入力データのエラーの

減少、コス トの削減やお客様サービスの向上 といっ

たような、執行業務的といいますか、日常業務的な

仕事での効率化があります し、新 しいビジネスチャ

ンスを生み出すという、新たな展開 も期待 されてい

るのではないかと思います。

企業と企業のコンピュータを電子的に連携 して利

用いたしますと、情報共有の環境ができ上がります。

そういった形でビジネス戦略が展開できますと、納

期や工期の短縮、品質の向上、在庫の縮減などに関

する期待が高 まり、ひいては部門間、企業間の情報

連携の必要性が高 まってきて、ますます情報の高度

利用が進むと思います。ただ、我が国 と欧米諸国で

はEDIの 進展の仕方が若干違い、EDIの 標準に対す

る考え方 も違っておりますことを、歴史を振 り返 り

ながらお話 をしてみたいと思います。

アメリカでは、12、3年 前、当時の産業は景気の

低迷にあえいでおりました。そのような時に大統領

府の特別諮問委員会がEDIこ そ企業再生の道である

という答申を出しております。それに従い、当時は

レーガン大統領だったと思いますが、産業界はEDI

をまじめにやれということを言い続けました。しか

し、アメリカの産業界 も最初はこの問題に前向きで

はなかったようです。大統領府の強い指示によって

自動車業界 と運輸業界が渋々立ち上がり、6業 界で

7人 、ワシントンのマジソンホテルに、大統領府に呼

ばれた帰 りだったようですけれども、相談 して、マジ

ソン・デクラレーションというのをつくったそうです。

これがANSIX.12の 発祥だそうです。

アメリカでもめったなことでは大統領府がそういう

指示 をすることはないんだそうですが、これだけ国が

言 うと産業界 も真剣に取 り組むのではないかと思い

ます。実際に、今 日X.12と いう標準で、6万社以上

がEDIを 実施 しております。

ヨーロッパではどうかといいますと、前提 として貿

易手続の簡素化が必要であるという共通の認識があ

りました。一つは経済統合の問題で、国境を接 して

いる国ごとに、いろいろなビジネス ・プロセスがある

と、これからのビジネス戦略の足かせになるという共

通の認識がありました。当時、 ヨーロッパではEDI

がそれとな く行われてお りまして、自動車業界の

ODEITEと か、英国の流通業界のTRADACOMSと

いうものを融合 して、ヨーロッパ全体で電子取引が

共通化できる環境 をつ くろうという話 し合いがあり

ました。それとアメリカのANSIX.12と が一緒になっ

て、JEDI(合 同EDI委 員会)と 議論 をいたしまして、

それでEDIFACTの 原形ができたわけです。

これを世界標準に しようとい うことで、ISOの

TC154と いう分科会で、ファース トトラックの扱い

で審議にかけられました。当時、ISOで は標準をつ

くるのに時間がかかる時代で した。JRの 会長 をやっ

ておられました山下勇さん(故 人)がISGの 議長で、

ファース トトラックで告示 して1ヵ月以内に反対意見

のないものはどんどん正式に認めようという動 きがあ

った時に、たまたまISOTC154のEDIFACTが かか

り、ISO9735と して公示 されたわけでございます。

こうして非常に早い時期 にUN/EDIFACTが 国連

標準になりました。これは貿易手続の面ではかなり

よく吟味 されていたのですが、産業界で使おうとし

ますといろいろな問題が発生 してきております。

一方
、国内標準というのは、その国の取引に関す

る要望等をたくさん盛 り込んでおりますから、細か

い点で共通の標準の中には取 り込めない問題を抱え

て お ります 。 それ と、10年 前 に決 め ま した

UN/EDIFACTが 、今日のこのようなコンピュータの

発達に必ずしも合っていないという問題がいろいろ指

摘 されております。例 えばインタラクティブな処理

に対応できないなどということですが、そういった問

題に対 してUN/EDIFACTも 改訂版の作業 をしてお

り、新 しいバージョンが各国に提示 されております。

これらは近々国際会議で合意 される見通 しです。そ

うしますと、今 までのようなバッチ処理 とインタラク

ティブに関 して大 きく包含 された形の国際標準が出

てくると思います。

そういうような世界の潮流の中で日本はどうかと

いいますと、日本の多くの情報 システムユーザは、シ

ステムの発展の過程 もそうですが、大変優秀なコン

ピュータベンダと共同 して発展 してまいりました。そ

こからオンライン連携の問題が生 じました。当時の

通信事情 もあって専用回線 を通じて関係企業との間

で自社のシステムの端末を伸ばすという形態のオン

ライン連携が既に完成 しておりまして、オープンな

環境で実施する必要性があまり認識 されていません

で した。特に系列取引などをしておりますと、今 さ

ら何でオープンにするんだという問題 がありまして、

オープンなネットワークに持 っていこうという機運が

必ず しも十分でない。ある意味で、こういったオン

ライン連携なども情報 システム部門とコンピュータベ

ンダがつくった、事務処理の効率化を重点に進展 し

てきたわけですので、一旦、でき上がってしまうと、

今 さらオープンなEDIな んてやって何のメリットが出
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てくるんだという疑問が出てくるのは無理からぬとこ

ろがあります。

しかし、国際取引の多い業界では必ず しもそうで

はありません。標準 に対するよりどころを求めてい

るのも事実です。そういった意味で、日本ではEDI

標準の問題に直面 しておりました日本電子機械工業

会(EIAJ)が 真 っ先にこの問題に取 り組みまして、

国際的に対応がついて、なおかつ国内取引にも十分

通用する標準 をつくろうということで、大久保 さん

などが中心になりまして、かなり激 しい努力をされ

て、EIAJ標 準ができ上がってきたわけです。これは

企業一社の枠を超 えまして、業界全体で共通で使用

できる環境を提供 してくれたわけです。

例 えば、4年 前にできましたEDI推 進協議会が日

本の国内でEDIを 普 及 ・啓蒙 してい く場合に、

EDIFACTを 日本の国内でやってくれと言 ってもなか

なか難iしい。なぜならば、'EDIFACTそ のものが欧米

の生まれで、欧米の ビジネスプロセスを基にしてい

ます。そういった意味で国内標準にも何かよりどこ

ろにしなければいけないということで、EIAJ標 準の

拡張版 をつくりまして、℃II標 準ができました。

EDI標 準というのは何かという話を少 ししておき

ますと、これにはいろいろな専門用語が出てまいり

ます。シンタックスルールとか、データエレメント、

セグメント、メッセージ、コー ドといったカテゴリが

あります。シンタックスルールというのはコンピュー

タ間での情報 をやりとりするためのルールを定義する

もので、日常語における文法のようなものです。デ

ータエレメントというのは交換情報の意味、コード

や様式 を定義するもので、メッセージは交換 される

文章のデータエレメントに意味づけをするものです。

そういった意味で我々の日常会話における文法、用

語、略語や文章 と似た構造を持 っています。

ELAIか 、CIIか、UN/EDIFACT、ANSIX.12、 標

準に何 を使 うかは、ほとんどがシンタックスルールの

議論です。シンタックスルールはある意味で文法で

すから、日本は英語で統一するわけではありません。

日本語でやりますので、この辺から違っていますの

で、文法についてはそれほどナーバスになる必要は

ないと思っています。CIIで も何でもいいのですけれ

ども、どれかによりどころを求めればいい。むしろメ

ッセージのレベルで共通 な会話 ができるような状態に

しませんとコンピュータは意味のある情報 として受け

取 ることができなくなります。そういった意味で業

界全体でなるべ く共通化できる標準 を、業界ごとに

定めていく必要があります。

次にCALSに ついて若干申 し上げておきたいと思

います。CALSと いうのは、ハイテク化 して、膨大化

す るドキュメン トに頭を悩ませた米国国防総省が、

すべての取引、CADの データから図面から、すべて

を含んだ取引データの標準を決めたわけです。これ

は軍事用でスター トしたわけですが、今 日、日本で

もこれを商用に転用 しようということでいろいろな標

準化作業がされております。その意味ではCALSと い

うのは特別新 しいものではありませんで、今 までの

標準のすべての集 まりです。

そういう意味で、これをアプリケーションの形で

切 り出 したものがいろいろと言われております。一

つはエレクトロニック・コマースであります し、一つ

はコンカレン ト・エンジニアリングでありますし、一

つはバーチャル ・コーポレーションですが、これらは

みんなデータの使い方、アプリケーションの形によっ

て決まってくる話です。そういったことはいろいろな

形で本にも解説がありますので、御参照いただきた

いと思います。

最後 になりますが、EDIは オープンな取引環境に

は欠かせないものであり、自社の都合だけではメリ

ットが目に見えてきませんけれども、取引先 を含め

た全体的な効率 を考えるとき、その長所が発揮 され

てまいります。取引に参加するすべての企業の活性

化の道具としてEDIは 欠 くことのできない大切なも

のであります。EDIに しろCALSに しろ、応用 しなく

ても当面は何 も困らないということが現実ですが、し

かし、ここで強調 しておきたいことは、経済がグロ

ーバル化 してまいりますと、日本のビジネスのやり方

がいつまでも国際的には通用いたしません。そうい

った意味で、国際競争に生き残 るためには、EDIは

避 けて通れない道であるという認識 を皆様が新たに

いたしまして、これから新たなる国際 ビジネス戦略

に乗 り出 していっていただきたいということを、私の

お話 とさせていただきます。

御清聴ありがとうございました。
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物流業際EDIの 現状 と課題





「物流業際EDIの 現状 と課題(1)」

大久保 秀典

物流業際EDI調 整委員会委員/物 流業際EDIワ ーキンググループ主査

EDI推 進協議会普及 ・啓蒙委員会委員長

東芝物流株式会社 取締役

皆様、おはようございます。ただいま御紹介いた

だきました東芝物流の大久保でございます。今 日は

物流EDIに ついて、全体的な動 きと、統合標準がで

きました経緯について御報告 し、最後に、その トラ

イアルを行いましたので、東芝物流の事例 を御報告

いたしたいと思います。

まず、物流EDIの 全般的な話ですが(図 一2)、 物

流EDIの 特徴 と、統合化調整の経緯 、それからEDI

標準 メッセージの検討経緯、今後について御報告い

たします。

物流EDIの 特徴ですが(図 一3)、 これは、業際

EDIの 典型 と言えます。取引先が非常に多様です。

物を運ぶあるいは保管するという仕事ですので、す

べての製造業 と関係がある。それから、運送 を1社だ

けで全部やっている例はありませんで、ほとんどがい

ろいろな協力会社 と関係 しており、取引が非常に多

様になっております。

もう一つ、業界自身の特徴 として、小規模企業が

多いこと、それから、物の生産、販売という一連の

ビジネスの流れにおいて、物の流れは下流に属 して

いるということ等があります。情報化については、一

部は大変進んでいるところもあるわけですが、全般

的には情報化が遅れていると考 えております。

その原因の一つは、荷主企業が主導的な情報化を

進めておりますので、その影響 も受けて標準化が非

常に難 しいということがあります。一方、路線便事

業者 と言われます、物流専業大手の方では、それぞ

れ固有の立派なシステムを持 っておられます。それ

らは独自のノウハ ウを持っておられますし、私 自身

も現場を実際に見せていただきましたけれども、現

場作業直結型の情報 、伝票や荷札がで きておりま

す。これも、それぞれの固有 システムがあるというこ

とで、標準化がやりにくいという状況があります。

そうい う中で物流EDIの 標準化に取 り組んでいる

団体が三つあります(図 一4)。 物流EDI推 進機構、

日本 ロジスティクスシステム協会 σILS)、 日本電子

機械工業会(EIAJ)・EDIセ ンター、私どもが知 り

得た中では、この3団 体が物流EDIの 標準化に独立

に取 り組んでいるということで した。歴史的な経緯

もあり、結果的にそうなったわけです。

それぞれの特徴を簡単に申 し上げますと、まず、

物流EDI推 進機構ですが(図 一5)、 ここは物流事業

者全般 を網羅 した形でメンバーが構成 されておりま

す。基本的には物流事業者が集まって、物流業界 と

してのEDIを 考 えたということであります。検討範囲

が大変広 くて、国内における物流全般、さらには海

外の取引全般 について検討 されたということであり

ます。その結果、国際標準 と国内標準とがあり、シ

ンタックスルールについては、国内はCII標準 を、海

外ではEDIFACT標 準を使 うという形で、マルチ標

準でいこうと決意 されました。こういう標準 をつ く

った後で トライアルを行 ったというのが一つの特徴で

す。

日本ロジスティクスシステム協会も物流関係の団

体ですが(図 一6)、 こちらの特徴は荷主の業界も入

っており、物流事業者 と共同で検討 していることで

す。荷主業界全般 にかかわりが持てるという特徴が

あろうかと思います。標準化に当たっては、実務的

にやろうということもありまして、まず、国内の トラ

ック輸送について具体的限定 して行っております。

もう一つの団体はEIAJのEDIセ ンターですが

(図一7)、 これは物流EDIワ ーキンググループによっ

て行われておりまして、さきの2団 体よりも先にスタ

ートしております。実際には電子部門の共同配送 ま

で適用しました。EIAJの 検討 には私 も関係 していた

わけですが、商取引の実務 を合理化 しようという考

え方でしたので、受 ・発注の標準化ができたことに

伴いまして、それと一緒 になっている物流のEDIも

やらないとうまくいかないとい うことで、自然発生

的に取 り組むことになりました。そういうことで全

体的な流れの中で出てきたのがEDIセ ンターの特徴

であります。

以上のように団体別に標準化の検討が行われてそ

れぞれが決まってしまいますと、メッセージという、

EDIの 中で実際に伝達 される情報の単位に、同じ内

容の標準に種類がいろいろ出てきてしまうということ

が一つあります(図 一8)。 また、物流取引は非常に

多様なので、物流業界だけで考えても荷主との話が
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うまくいかないなどの問題が出てまいります。このた

め、検討範囲が広い、それから、荷主業界の特徴の

影響 を受けている、こういった課題があります。

そこで、本格的に広がる前に何とか一本化 しよう

ということで、関係者で話 し合い、産業情報化推進

センターに仲介をお願いいたしました(図 一9)。 本

来だと業界が自立的な標準化をつくるというのが私

の考えではあるのですが、やはりそう簡単 にいかない

ということで、仲介 していただきました。

その呼びかけのもとに3団 体が集 まりました。それ

から、通産省及び運輸省両省の支援 もいただきまし

た。

次 に、これは御注目願いたいのですが、検討、調

整 を行 うに当たりまして原則 をつくりました。まず

は、導入計画を実際に持っている人だけが集 まるこ

とをお願いしました。私 もEIAJでEDIの 標準に取り

組みに始めてから、10年 目に入っていると思います。

私にしてみれば、今 さら標準化論議でもあるまいと

いうことで、実際に計画 を持 ってやろうという人だ

け集 まってもらいたい。後から御紹介 しますけれど

も、標準だけ議論 しますととんでもないことになり

ます。そういうことですぐにやりたいと思 っている人

が集 まったことが第一です。

それからCII標準の特徴ですが、これは、自分たち

でつくったからということもなきにしもあらずですが、

客観的に見ても、非常に柔軟性が高いという、かな

り優れたところがあります。標準 というのはオールマ

イテ ィなものはできっこありません。というのも、

次々と新 しいユーザが増 えてくると、それを変えて

いかなければいけないという性質があるからです。

一度つくった後に
、柔軟にできているかという問

題なのですが、CII標 準は非常に柔軟です。一度決

めて先に標準を使い始めて、後から別な人がいろい

ろ注文をつけて追加 されても、それほど影響を受け

ないという特徴があります。そういうことで、小さく

生んで、それから大 きく育 てていけばいいのではない

かという性質のものです。そういうことを集まったメ

ンバの人たちに御理解いただいて、実際には使いも

しない機能について議論をするのはやめよう、明日

自分たちで トライアルをやるときに、使 う必要があ

るものだけでやるという考 え方でスター トしたわけで

す。

具体的な内容ですが(図 一10)、EDIを 考えるとき

には業務 フローをきちんと考 えて、まず合意する必

要があります。それから、いろいろな情報が考えら

れるわけですが、何か一つでも 「できる」ということ

をメンバーが感 じないといけないので、まずは運送依

頼書 という基本的な情報について検討 しました。そ

れから、各団体でのそれぞれ検討結果、実際にでき

ている企画書のベースを一本化 しようということで、

まずは冷静に比較 してみようということで比較 しまし

た。メッセージ構造、それからデータ項目の分類と

定義を行いました。

まず最初に、基本業務フローとして(図 一11)、 最

も基本的なパターンでA社 が依頼人、荷送人になり

ます。どこかに出荷場所がありまして、そこからB

社 という運送事業者に運送を頼んでC社 に届けると

いう基本パターンです。実際は、例 えばA社 は借庫

していて、そこの営業倉庫に行って取ってきてくだ

さいとか、あるいはC社 の方 も、届け先はD社 とい

う別なところに持っていってほしいとか、いろいろな

ことがあるわけです。ですが、少なくともこの基本が

できて、あとはD社 が出てきたらどうする、倉庫が

違 うときにはどうする、ということを考えていきなが

ら具体的な機能の強化を図るというやり方になるわ

けです。

それから、請求段階についても、請求先は頼んだ

人と違 う場合や、経理にしてくれとか、いろいろあ

るわけです。そういう一応考えられることをこれだけ

あれば大抵間に合 うだろうというものをつくりまし

た。

開発 したメッセージにつ きましては、ここに10種

類ありますけれども(図 一12)、6種 類、一番最初に

運送依頼情報 を考えて、それから集荷情報、運送状

況、完了報告と図の順に考えていきました。それら

ができた後で、最後の4項 目について、物流EDI推 進

機構では既に トライアルで使っているところがあり、

急いで追加 しました。

データ項 目の分類 と定義ですが(図 一13)、 ここ

で御注 目いただきたいのは、運送依頼情報の中にど

んな情報があるのかということについて大 きな分類を

行ったということです。これは下手 をすると、この分

類に入る入らないという議論が始 まるわけですが、ど

んなデータ項 目があるかだけを、皆 さんが利用 しや

すいように整理 しました。

メッセージヘ ッダーは、EDI固 有の技術的な部分

です。次の運送指示の基礎情報は、運送依頼書を見

ていただくと具体的にわかります。 また、取引に関

わるプレイヤー 一荷送人、荷受人、運送事業者、

運賃請求先一 を定義 しました。大体同 じようなパ

ターンですが類型化 して討議も楽でした。それから、

運賃料金に関する情報、これは、実際にはいろいろ
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なことがありますので、網羅 しているとは思いません

が、取 り扱 えるものは全部入っております。それか

ら荷扱いに関するものとして、集荷配達条件や付帯

作業の有無、そのほかに運送品 に関する情報、こう

いった項 目について検討 しております。

実際の トライアルですが(図 一14)、 トライアル ・

グループとして左側の5社 が荷主、運送事業者は右

側の4社です。御注目いただきたいのは、例 えば花王

さんは新潟運輸 さんと第一貨物 さん、東芝物流も第

一貨物 さんと日本通運 さんというように
、マルチで

やっております。第一貨物 さんに至っては味の素 さ

んと花王 さんと東芝物流、この3社 と同 じ標準を使

ってやりました。先ほど言いましたように、それぞれ

の会社はそれぞれ専用の高度な情報 システムを持っ

てお られます。EDIの 特徴は、その間を結ぶインタ

ーフェースを標準化することによって
、複数の企業

と実施できることであり、それを実証するためにこ

ういう組み合わせになっているわけです。

トライアルを行った期間は、平成7年12月 から平

成8年3月 までということで非常 に短期間ですが、4

ヵ月間、使いましたメッセージは6つです。

トライアルの結果ですが(図 一15)、 まず一つは機

能の確認があります。まず、メッセージの汎用性で

すが、これだけのいろいろな会社が共通に使ったこ

と、さらに、各々既に トライアル もやっていた3つの

団体のメッセージを、機能 として満足するという意

味でも、汎用性は確認 されたと報告 されています。

トランスレータも、あまり問題なく使 えることが

確認できております。

それから、処理 スピー ドにつ きましても、非常に

大 ざっぱな表現をしておりますが、公衆回線網で

2,400bpsを 使って、1件1～2秒 です。これはパソコン

ベースの話になっておりますので、少量の取引でも

数分で終わるとお考えいただきたいと思います。実

際には、それが数社にまたがり、運用の問題などが

出ておりますけれども、このような機能の確認はで

きております。

次 に、データ項 目、これは標準づくりの難 しさを

あらわしています。運送依頼情報 を例にとりますと、

データ項目は163あ ります。実際に使ったのは、少な

いところで19項 目ですんでおります。多い会社では、

57項 目使 っておりますが、実際 に使っているのはこ

の半分 ぐらいで、約30で す。ですから、いろいろな

ケースを考 えて使おうと思っても、実際に使 うのは

半分 ぐらいになる。考えることと実際にやることの

間にはこれだけのギャップがあるということです。

標準化の場では、意見を言 う人はいろいろなこと

を考えて言 うわけです。この場 にはそんなに大勢 い

るわけではありませんが、人の意見 を聞かない標準

化委員会で も困 るわけですから、どうしてもメッセ

ージが増えがちになりますが、実際 に使うときには

19しか使わなくていいところは19だ け考えれば、利

用者にとっては構わないわけです。

ところで、国際標準ではデータ項 目を163に 決め

て、運送依頼情報に埋め込みますと、項目の順番 も

決 まります。そこに新 しく1項 目を追加するとそれは

一番最後になります。実際に送るときには、例 えば

最初から10項要 らない場合、10項 飛ばしたという印

を入れておけばいいわけです。だから、よさそうなも

のですが、やはり自分にとって重要な項 目が一番最

後につけられると、気に入 らなくて使わない人が出

てきます。

CII標 準の場合は、使 う人同士がお互いに、これ

とこれを使 うということを決めればいいという特徴 が

あります。それがCII標準の一番いいところだと思 っ

ております。 したがって、データ項 目についてもそん

なに大 きな議論 をしなくても、多少の不経済 さえ我

慢すれば確実 に標準になり得るということがありま

す。

物流EDIに 関連 して問題点ですが、一つは、運送

会社の問合せ番号の運用性があります。これは標準

化 したらという意見もないわけではありません。商

品に関するJANコ ー ドのような標準ができれば、間

合せ番号 も世界中で一本化できると思いますけれど

も、各運送会社がそれぞれ番号体系 を持 っておりま

すから、今のところそこまではできません。そういう

中で、運用は何とかやりますから、つまり伝票上の

自分のところの伝票番号を使 ってくれとか、枠 を与

えるから番号をやって くれと言われるなど、運用性

の問題があろうかと思います。

それから、運送会社の専用伝票のフォーマットが

あります。これはできることなら標準化 した方がい

い。

そして、住所 コー ドですが、これはいろいろなもの

があります。業界 として何 を使 うかは決めて、その

上で業界のとっていいコー ド体系にすれば一番いい

と思いますけれども、それをだれがやるのか、あるい

は既にある標準をどうするのか、などが問題で、今

後の改善点としてあるのではないかと思っておりま

す。

以上のように、 トライアルもやってうまくいったと

いうこともわかったわけですが、今後これをどのよう
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に推進 していくかです(図 一16)。私は、元来、こう

いうことは自分たちでどんどんやっていくべきだと思

っておりますが、物流は扱 う商品によって情報の中

身が変わってまいります。したがって、荷主業界が、

自分たちで扱 う商品はこういう情報が必要だという

ことを考えなければいけないわけです。 しかし、同じ

ことでも、会社 によって言葉が違っていますので、各

社別に考えられたのでは困ることになります。です

から、EDI標 準というのは言葉の標準化とほとんど

同義語だと思ってください。そういう意味で、業界

内で委員会をつくって言葉の標準化 をしてください。

そうしておけば国際標準 もやりやすくなります。

もう一つ大事なのは、取引の相手業界との連携で

す。物流の場合は荷主業界と物流業界との合同体制

ができ、大変 ありがたいことですが、例 えばある製

造業界で自分たちだけで標準化 されますと、運送関

係についても新 しい運送依頼書をつくる可能性があ

るわけです。運送事業者 も交 えて話 し合 えば、そう

いうことは起 きません。既に決 まったものがあるの

で、それを使ってくださいという話になり、それを無

視 してまで新 しい標準 をつ くる人はいないと思いま

す。EDIの 場合には取引ということが大事ですから、

取引の相手業界、相手の会社と話 し合っていただき

たいわけです。少なくとも物流においては今回標準

ができたわけですから、そういうことを考えていただ

きたい。いずれにしても、大手企業 には リーダーシ

ップをとっていただいてどんどんやっていったらいい

のではないかと思います。

先ほどの窪田さんのお話にもありましたけれども、

どんな会社でも、100%EDI化 を皆 さんのシステムだ

けでできますかと、私は問いたいわけです。それがで

きるというのなら標準化は全 く必要ありません。現

実には、その他大勢とEDI化 をやろうと思ったら標

準化せざるを得ないというのが実態です。大手企業

にもそこのところを認識 していただいて、標準化に

取 り組まれると非常にうまくいくと思います。

もう一つは、先行標準の尊重です。EIAJ標 準で

は、例えば注文情報 というものがあります。実は、

電線業界がそれを見て、直ちにそれをベースに考え

ていただいたという経緯 もありました。このように、

なるべく先行標準を尊重 しながらやっていくという合

意をお願いしたいと思います。

物流業界 としては、合同物流EDI委 員会 というも

のをつ くって進めたらどうかと産業情報化推進セン

ターから御提案がありました(図 一17)。 これは、国

内物流EDI標 準を作成できる唯一の場にしようこと

です。標準ですから、このとおりやらなくても罰せら

れるわけではないのですが、こういう場が皆 さんにと

って有効になると思います。

日本ロジスティクスシステム協会と物流EDI推 進

機構の両者 とも同意 していただいております。その

協力で事務局をやっていただく。当面は、この有力

メンバーを核 にして、主要業界団体に一緒に入って

いただいて、これ まで決めたものの評価、必要なも

のの追加などしていただけるといいのではないかと思

っております。

何をやるかということですが、一つには新 しいメ

ッセージの開発です。これは既 に物流EDI推 進機構

で決めております、倉庫関係のメッセージについて

は具体的に決めていくことにしております。自分た

ちも参画 したいという方がおられましたら、なるべく

業界を通 してJI】£か物流EDI推 進機構に申 し出られ

て、ぜひ参加 していただきたいと思います。

もう一つは、御紹介 しました運送関係のメッセー

ジに、データ項 目の追加など出てきた際、調整する

委員会です。そんなに大勢要 らないわけですが、常

にそれぞれの関係する業界が、物流業界と話 し合い、

検討 していただければいいのではないかと思っており

ます。そうすれば、そういうものにノーと言 う人はい

ません。

以上が物流EDI全 般の御紹介であります。

続 きまして、東芝物流が行いました トライアルに

ついて御紹介いたします(図 一18)。

東芝青梅工場 という、パソコン等 をつくっている

工場で第一貨物 さんと行いました。柳町工場 という

のはPPCと いうコピーの機械の部品等、サプライ用

品といいますが、それを日本通運 さんにお願いする

という関係で行っております。

今日はどういう効果があったかを中心に御説明 し

たいと思っております。実は、今回 トライアルをや

る前から、CII標 準 をベースにメッセージを、実務 レ

ベルで、それぞれの運送事業者 さんと相談 してやり

ました。

そのねらいは(図 一19)、 まず一つは、現場から要

望の出ていた運送料金照合作業の簡素化、もう一つ

は着点到着情報、あるいは配達完了情報の入手で

す。実は私どもの輸送の現場では荷主の方から 「あ

れどうなった」という質問がよくあるわけです。そう

いうときに答えられるようにしようということです。

それから運送会社 も通 した合理化により、料金 を少

しでも安 くしてもらおうというねらいがあります。ま

た、物流品質の向上、つまり転記 とか入力 ミスをな
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くすこと、さらに、企業のイメージアップ、こういう

ことがねらいであります。

輸送会社の方では、貨物追跡情報のインプッ ト

ーこれは請求情報にもつながるわけですが一 を自

動化 したい。それから、輸送会社の負担として行 っ

ている、ラベル貼 り作業 も省略できないか。こうい

ったようなねらいを持ってスタートしております。

当社でどのように行ったかといいますと(図 一20)、

実際にEDIを 始めたのは平成6年12月 からですが、そ

の前から物流現場の合理化に取 り組んでおります。

特に私どもでは売上高全体の6割 は輸送費です。他

に倉庫や荷役作業 もありますけれども、輸送費の合

理化は非常に大 きいわけです。そういうことでいろ

いろ考えた中で、まず、輸送会社の専用伝票 を、当

社で情報を持っていますから、私どもがつくること

にしました。それから統合荷札 を発行する。これは

EDIを 前提に1月から実施 したのですが、協力会社で

ラベル貼 りの作業 をする必要をなくすために、統合

荷札を考 えたわけです。

その伝票のサンプルがあります(図 一21)。荷札は

下の方ですが、これはサンプルとしては余 りよくない

ことに気がつきました。第一貨物 さん宛の荷札の左

上に 「着点コード」 とあって 「神奈川県」としか書

いてありませんが、実はここに第一貨物 さんの神奈

川県向けの拠点のコードを入れておきたいんです。そ

れぞれの仕分けセンターでは、この着点 コー ドで仕

分けしているということで、これは絶対に外せませ

ん。ここに着点コー ドを出すことが必須になります。

それから、輸送会社欄、左側の上から3段 目にバ

ーコー ドがあります、問合せ番号で、これだけあれ

ば、あとは書いてある中身 を人 が読 む分には多少フ

ォームが変わって もいいわけで、逆にそれを利用 し

てこの形に統一することにしました。

このようにして(図 一20)、 第一貨物 さんとEDI推

進機構 さんの トライアルを実施 しました。これを調

整 した結果も トライアルに活かし、 さらに本格稼働

を行 っています。 もう一つ、今回の トライアルから

日本通運 さんと一緒に行っております。佐川 さんと

フットワークさんとは本格稼働 しています。以上が

全体の経緯です。

概要図 ということで(図 一22)、 日本通運 さんと

は商用のパソコンネットワークを使 っています。私

どものパソコンに トランスレータを入れて、パソコン

通信で送 り、ここから日本通運 さんに取 り出 してい

ただくという形です。第一貨物 さんとはパソコンと

公衆網 という非常に簡便な方法で、CIIト ランスレー

タをお互いに使 う形 になっております。

繰 り返 しになりますが、実際にやったこととしま

して(図 一23)、 会社専用の伝票から輸送会社がデ

ータをインプットしていたところをインプットレスに

しました。それから、輸送会社で行政区画コー ド等

で着点コー ドなどを変換 しておりましたが、どこに

届けるという情報は私 どもにありますから、変換 し

て、コードにして運送会社に渡すようにしました。そ

れから運賃の照合 も手作業をなくして機械チェック

化 したい。荷主 と電話でやりとりしていた配達完了

情報を端末間合せにしたい。それから、着点コード

のついた荷札を、今は受けた側で貼っていたわけで

すが、それを我々が物 を出すときにやりましょうと

いうことを実際に行ったわけであります。

具体的な効果の例ですが(図 一24)、 一つは、運

送依頼作業その ものの改善があります。これは片方

だけなく、両者スルーして改善 されています。人間

の形をした絵は大 きさでイメージをあらわしているわ

けですが、従来は、私どもの伝票をそのまま渡す。

そうすると、運送会社の方でそれを自分用の伝票に

転記 し直して、手入力をする。このような作業 を必

要としていたわけです。これをEDI導 入後は、当社

のシステム(LINKS)で 、データ転送で送るから、

輸送会社の方では入力の必要がなくなり、この分の

省力化が行われました。双方で実は省力化が行われ

るわけです。

より大きいのは輸送料金チェック作業の改善です

(図一25)。 導入前は、私ども自身も毎日こういう請

求が来るはずだということで、料金データを出して

いました。輸送会社から請求書が来 ますので、その

確認をする。そのために人手がかかっていたわけで

す。さらに問題点が見つかりますと、1日 、600件 か

ら800件 ある中から間違った伝票を引っ張 り出 し、そ

れを修正 してインプットするという一連の作業があっ

たわけです。導入後は、データの突き合わせができ

ますので、EDIで もらった請求データと当社のデー

タを自動的に計算 してエラーデータを出 します。そ

れは画面で詳細がわかりますので、追加インプッ ト

しますが、これは簡単なので、大幅な省力化が実現

しております。

実は、社内で合理化 した結果に対 して表彰する制

度があり、これは事業部の代表として発表 されまし

た。単に標準化をしただけではなく、効果があった

ということで表彰されているわけです。ですか ら、

EDIと いうのは標準化のためにやっているというわけ

ではなくて、実務で生 きるんだということでありま
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す。

以上のように(図 一26)、 当初期待 したように料

金のチェック時間が非常に減 りました。それから輸

送費の見直 しができました。こういう機械化が行わ

れていない事業所では、大抵運送事業者が駐在 して

います。自分で荷物を整理 して、それに関係する伝

票を自分で発行 して、手がかからないようにやって

くれています。だから、頼 む側としては心強いです、

全部やってくれますから。しかし、それは全部お金

で解決 しているわけです。荷主から品物 を受けて送

ります。そのときに当然貨物追跡 をしなければいけ

ないわけです。そうしようと思 うと、何かインプット

しなければいけないし、請求 しようと思 うとインプッ

トしなければいけないわけです。

人によっては、そういうのは当然だからやれとい

う人もいることに最近気がつ きました。そういう考

え方もあるわけですが、その費用はだれかが負担す

るわけです。その分が請求にはね返ってこないわけ

がないと私は思っています。だから、そこのところを

お互いに合理化できることによって トータルのコス ト

が下がります。その費用の全部 というわけではなく、

トータルの料金を5%と か10%と か下げましょうとい

う話で合意ができるわけです。そのときに、頼んで

いる方が強いから、運送会社の方に無理 をしてもら

うことがあるかもしれません。それは私 も現場にいま

せんから、そこまで何 とも言えませんけれども、そう

いう話 し合いができるということです。

そのほかに配達完了のデータベース化をしたので、

問合せ調査が自動化できました。それから、支払い

手続 も直ちにできるようになった。物流品質 も向上

しました。

輸送会社の方では伝票等のインプットが削減する、

バーコー ドラベルの発行 も少 なくなる、企業イメー

ジアップにもなるといったようなことがありました。

以上、今 日申 し上げたことは決 して誇張ではあり

ませんで、やっているままを申し上げました。冒頭

申し上げましたように、EDIと いうのは、EDIFACT

であるとかCIIで あるとか、シンタックスルールを論

議する場ではありません。それはやめてもらたいと思

います。私の個人的な意見 としては、CII標準 を日本

で立派に成功 させれば、世界中が注 目して、CII標

準が世界の標準になるであろうと信 じております。そ

うなれば日本は見直 されるのではないかと思います。

私 も国際会議 に何回か出て、いろいろな人からそう

いう感触 を得て、自信 を持 っております。

シンタックスルールが見直 されるか否かは大 したこ

とではなく、EDIFACTを 使 うというのならば、自分

たちが必要なメッセージについては国際会議の場や

アジアの場に行ってぜひ意見 を言ってもらいたい。

EDIの 標準化 をやっている人にも誤解があり、日本

独自のメッセージとか、データ項目があれば、それ

は日本で独 自にやればいいじゃないかという人がもい

ます。しかし、日本の国内で、日本だけが使えばい

いのであれば国際標準を使 う必要はないわけです。

問題は、外国の企業が日本に来てEDIを やりたいと

言ったときに、国際標準はだめでCII標 準 しか使えな

いとか、各企業ごとの標準 しかないというようなこ

とになることです。

しかし、日本でEDIを 実施するときに、日本の商

習慣を全 く無視することもできません。今は日本 と

関係のない会社でも、将来日本に来て取引する、そ

ういう時のために国際標準化 しましょうと言ってい

るわけです。日本の商習慣 も勉強 してくださいと言

うためには日本というグループで標準化 していること

が重要です。

例えばある会社が、自社のや り方ではあるけれど

も、これは関西ではみんな同じだという意見を言 う

人がいたとます。では、関西の意見 として言ってく

ださい。関西で通 じていることなら、それは標準に

しようではありませんかと、EDIと いうのはこういう

ように決 まっていくものです。国際標準 も同じです。

日本独特の商習慣があって、EDIに 関係することで

あれば、それを日本でまとめて国連の場へ持ってい

っていただきたい。それで初めてEDIFACTを 使って

いるということになるわけです。

今、アジア諸国でEDIFACT使 っている国ではほ

とんどそういうことをやっておりません。自分たちで

メッセージやデータ項目をつくっています。それが実

態であります。だから、日本 もそういう意味で℃IIの

名前をJEDIFACTに 変えようかという議論 をしてい

るくらいです。そ して、日本として必要なデータ項

目は、実際の業務のやり方で決 まります。それは業

務をやっている人が、先行標準を御理解いただいて、

その上で自分たちの業務に必要な項 目を追加すると

いうことをやっていただければすべてうまくいくと思

います。今日お集まりいただいた皆 さん方 もその点

だけ御理解いただきたいと思います。

御清聴 ありがとうございました。
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図 一1

物流EDI

EDl推 進協議会企画委員

東芝物流 大久保秀典

図一2

'・燕 ア ー マ に つ い て

響 鵜 物流EDIの 特徴
■統合化調整の経緯

■物流EDl統 一標準メッセージの検討
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図一3

物流EDlの 特徴

■取引先の多様性

対製造業、業界内企業間

■業界の特徴

小規模企業、下流、情報化の遅れ

■荷主企業の主導性

標準化の困難性

■物流事業者大手の固有システム

独自ノウハウ、現場作業直結

図 一4

物流EDI推 進団体

議1麟 麟 システム協会
■日本電子機械工業会EDlセ ンター
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図 一5

纏舞 物流EDl推 進機構の活動

■推進体制;物 流事業者全般を網羅
■

■検 討 範 囲;国 内 、 海 外

■特 徴;マ ル チ標 準

ClI

EDIFACT(海 外)

'』麟 箋
、恥

図 一6

日本 ロジスティクスシステム協会
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図 一ー7

EIAJ、EDlセ ン タm-nb

■推進体制;物 流EDlWG

■検討範囲;電 子部品の共同配送

■特徴;商 取引全般の合理化の一環

⑳
毒
煙

図 一8

物流EDl推 進上の課題

■団体別の検討で複数標準誕生の恐れ

■物流取引が多様で用語の違いが大きい

■検討範囲が広い

■荷主業界の特徴の影響を受ける

一18・ 一



図 一9

舞灘1物 流EDl推 進団体間の調整
一一 ■産業情報化推進セ ンターによる仲介
:

.■3団 体 の参加

=■ 通産省、運輸省の支援
■

9■ 検討の原則

▲
導入計画を持つ関係者

　 C川 標準の特徴

小さく生んで大きく育てる
∨'"

図 一10

、難燃 調整 の 内容

雛馨■業務 フローの検討 と合意形成
■

=■ 運送依頼情報を集中的に検討
=■ 各団体の検討結果の比較
■

き ■メ ッセージ構造の検討

■データ項 目の分類と定義
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図 一11

基本業務フぱ一
－

i

置
■
■

A社 C社

ご 依頼B社 願1依頼人

魎
集荷
運送事業者

配達
厘 荷場所}

/
惰 届先1運賃請求
一

ご 求先ル/

図 一一12

論纂竃開 発 メ ッセ ー ジ

懇 ■運送依頼情報
::■集荷情報

5'■ 運送状況情報

i■ 運送完了報告情報
コ

騰ii難 畿 ご報



図 一13

蕊 データ項 目の分類と定義

鐸=蝶蕪 部
;■ プ レイヤーに関す る情報

:
荷送人、荷受人、運送事業者、運賃請求先

蕊 ■運賃料金に関する情報

藩 ■荷扱いに関する情報

集荷配達条件、付帯作業など

■運送品に関する情報

図 一14

。滋 トラ イ ア ルの概 要
欝

欝 ・ トライアル ・グループ
悟'味 の素(株)新 潟運輸(株)
■
■ 花王(株)

=

1∵ 》

慧灘 ・期間

東芝物流(株

三菱電機(株

松下電工(株

耀 蝋 ・標準メッセージ

第一貨物(株)

日本通運(株)

福山通運(株)

H7/12-H8/3

6メ ッセ ー ジ
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図 一15

トライアルの結果

韓鰻■機能確認
■ジ 三 ・メッセージの汎用性

苫 ・トランスレーター
■ ・処 理 ス ピー ド(2400BPS、1-2秒/件)

匡ご ・データ囎(運 送依頼情報のσ‖)
民 ・之 ・標 準

:,163項 目

・実 績:19～57項 目

騰 璽 篤 い罐;運 用.
・運送会社専 用伝票 フ ォーマ ッ ト

・住所 コー ドが 多様

図 一16

今後の推進体制

■荷主業界毎の専門委員会

業務担当とシステム担当の共同

■取引相手業界との連携

■大手企業の リーダシップ

■先行標準の尊重

■合同物流EDl委 員会(仮 称)発 足へ



図 一17

合同物流EDl委 員会

騨i■ 国内物流E田 標準 を作成できる唯一の場

■ メ ンバ ー

・JlLSと 物流EDl推 進機構iの有力〃バーを核

・主要業界団体

■ 事 務 局;JlLS、 物 流EDl推 進 機 構

翻 藷 メ㌃ こジの開発(倉庫関係から開始)
・開発済メ ッセージの更新(デ ータ項 目の追加)

図 一18

物流EDlト ライアル
東芝物流の事例

聯 青梅工場

オソ]ン他
騨

レ ー 日本麗

柳町工場

PPC部 品他



図 一19

当社の

狙い

1).運 送 料 金 照 合 作 業 の簡 素化 。

2).着 店 到 着 ・配 達 完 了情 報 の 入 手 に

よ る輸 送 状 況把 握 。

3).料 金 見 直 しに よ るCD。

4).物 流 品 質 の 向上 。(転記・入力ミスの撲滅)

5),企 業 イ メ ー ジア ップ 。

輸送会社
狙い

1).貨 物 追 跡 情 報 イ ンプ ッ トの レス。

2).輸 送 会 社 固 有 ラ ベ ル 貼 り作 業 の レス。

3).物 流 品質 の 向上 。(転記・入力ミスの撲滅)

4).企 業 イ メ ー ジア ップ 。

図一20

輸送会社専用伝票

(手振)の 東芝物流

による発行。

H5/上 期 に路線便を開始

する と同時に手板発行を

開始。(手 書きレス)

2.統 合 荷 札 の 発 行 。

(貨物追跡 システム番号の
バーコー ド表示と

貨物内容明細の統合)

H6/1月 よ り実施 。

(協 力会社 での ラベル

貼 り作業 レス)

ラ
EDIの 実 施

*H6/12月 第 一 貨 物 実 施

*H7/9月 佐 川 急 便 実 施

*H7/10月 フ ッ トワ ー ク

・日本 通 運 実 施
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図 一21
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5.シ ス'
:ll'三'図

(1),商 用PC通 信 ネ ッ ト(People)の 活 用事例

rパ ソコン
TP90/65D(PV2) 東芝物流、

■

公 衆 網

(2,400～28,800bps)

用PC

E鷺1㌧
,巨

「 日本通運 、

[
1

PC通 信用
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(2)、標準伝送手順(全銀手順)の活用事例

乙 パ ソ コ ンP90/65D

(PV2)

[

東芝物流、 r 第一貨物
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図 一23

量と改善施策

課 題 改 善 施 策

(1).輸 送会社では(ブ)発 行の輸送

会社専用伝票(手 振)か ら自社貨物
追跡 システムへの輸送依頼データを

インプッ トしている。

・EDlに よ り、事前 に必 要

デー タを渡 しイ ンプ ッ トレス

を図る。

(2).輸 送会社では送付先住所データ
を行政区画コー ド(JlS)に て管理

して いる。

・当社側にて行政区画 コー ド

への変換を行いデータを渡す。

(3).運 賃の照合を手作業で行 っている。 ・当社側料金計算結果 とEDl

で入手の輸送協力会社料金を

機械手↑・ソクさせる.
(4).配 達完了の情報がなく荷主からの

問合わせの場合、都度の電話 にて

対応 している。

・配達完了情報の入手により

端末間合わせ機能で

即時回答ができる。

(5).集 荷時に、荷札に着店名(コ ー ド)
と貨物追跡番号の記入またはラベル

貼 りをしている。

・当社発行の荷札に表示させ
、

輸送会社の作業を無 くす。

図 一24

8〔向

輸送依頼

(荷主伝票)

⑳
香
② 貨物追跡番号の入力作業

人間によ る作業 の

T イメー ジ

＼

手 板
(専用伝票)

唖
蝉災樋

口
手 板

(専用伝票)

① 手振(協力会社専用伝剰 の(フ)発 行

② データ転送による入力作業レス

輸送会社
貨物追跡
システム
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図 一25

(2).輸 ユi!…ネ斗≦

一 *デ ータ件数 は(青 輸C)の データを使用

輸送会社請求書

(前日分tマ ー

LINKS料 金f'一 夕

(前 日分 脚 －

NG

「 、

LINK

S料 金 シ

ステムへ
のデータ

引継

、

OK

→ 荷 主伝 票
《600～800
件/8) →
一

_-一=
〆(-

E料 鍼 κ－
U淑S料 金テ㌔タ

'、

伝票
抜取
再確認

、

→

'、

修 正

1/P
5～10樗/目

星
、

'

→

香 香

圏 一 縫う

脅星

図一26

輸送会社効果
r、

(D.手 板(輸 送会社専用伝票)内 容 イ ンプ ッ トの 削 減 。

(2).バ ー コー ドラベ ル の発 行 ・添 付 作 業 の 削 減 。

(3).企 業 イ メ ー ジ ア ップ。

＼ 」

一27一



ノ'ノ ＼ 、

「物流業際EDIの 現状 と課題(2)」

森内 隆明

花王インフォネットワーク株式会社 取締役

ただいま御紹介にあずかりました花王 インフォネッ

トワークの森内 と申 します。私は、6月 までは花王の

システム部門で、化学品事業部門のデリバ リーシス

テムを担当しておりました。昨年10月 に物流EDIの

トライアルの話があり、我々 もそれまでクローズな

EDIは いろいろとやってきたのですが、今度初めてオ

ープンなEDIと いうことでCIIの トランスレータを使

用 し、物流EDIに 参加 しました。今 日はその御報告

をさせていただきたいと思います。

まず、花王 には家庭品を初め化粧品、化学品部

門、その他にも事業部門がありますが、今回のEDI

は化学品事業部門で実施 しました。化学品の事業部

門は、国内売上げが約690億 円、輸 出が約60億 円の

事業規模です。生産工場は国内に3工場 ありまして、

主力が和歌山工場、それから鹿島工場、酒田工場で

す。物流拠点は、生産工場(ス トックポイント:以

下"SP")が 全国に16拠 点あります。取扱品目数は

約3,000あ り、主には代理店経由の取引で、代理店

が約80社 、得意先のユーザ数が約5,000社 あります。

実際に製品を届 ける得意先の工場や倉庫は約2万

5,000箇 所あります。

それから、当社の化学品のデリバリの特徴 として、

受注業務は、和歌山工場の自注センターで一括処理

しております。それから、売掛業務 につきましては、

本社部門にある会計グループ(事 務センター)で 一

括 してやっております。

基本的には、商物分離 といいますか、営業活動 と

商流 ・物流活動が完全に分離 された形で運営 してお

ります。

次に、全体的な、受注から物流までのフローにつ

いて説明 させていただきます。

得意先が約5,000社 ありまして、そこから代理店を

経由 して注文が入ってくるケースと、直接当社に注

文がくるケースがあります。約80%が 代理店経由で

す。花王 と代理店との間では専用端末で結ばれてお

りまして、代理店から入ってくる受注の約65%が 自

動入力です。残 りは、受注センターを経由して、そ

こでマニュアルで入力処理 します。 トータルの受注

件数は月2万4,000件 ほどあります。

集まった受注データを一括 してコンピュータで処

理するのですが、1日 、3～5回 バ ッチ処理 を行いま

す。バッチ処理 に従 って工場やSPに 対 して出荷指図

書をアウ トプットしてお客様に製品を届けるという形

になっております。

化学品の商品は、大 きく分けて荷姿品 とバルク品

というのがあるのですが、荷姿品は主に路線便を使

っております。バルク品はタンクローリーで送ります

ので、工場から直接お客様のところに運びます。比

率は、バルク品が63%、 荷姿品が37%で す。荷姿品

は、全部路線便ではありませんで、一部、区域便を

使っております。路線便は全国で10社 ほど使 ってお

りまして、メインは3社 です。

今回、物流EDIの トライアルでは、路線便を使っ

た運送事業者 さんとのデータ交換 ということで、第

一貨物 さんと新潟運輸 さんを トライアルのパー トナ

としてお願いし実施 しました。

物流EDIの ねらいですが、運送事業者 さんにとっ

ては、運送依頼情報が事前に入手でき、集荷数量が

わかり、集荷する車両の手配が簡単になるというこ

とがあります。もう一つは、当社で発行 した納品伝

票を運送事業者 さんのシステムへ再入力する作業の

軽減 とか、そのときに発生する入力 ミスの防止につ

なげたい。

また、今まで花王 と運送事業者 さんとで送り状が

ダブッて発行 されていました。これを一枚にできな

いかということで、花王の伝票 をやめ、運送事業者

さんが発行するもので可能かを検討することをねらい

にしております。

また、現行のシステムは倉庫に出荷 ・納品情報を

渡 したら、それで終わりで、運送事業者での配送状

況がわかりません。今回は、得意先からの配送状況

の問い合わせに柔軟に対応できる体制 をとるために、

運送状況情報をぜひ取 り込みたいというのが一つの

ねらいで もあります。また、運賃明細情報により、

支払い業務の精度の向上と省力化を期待 しておりま

す。

また、運送が終わったら運送完了報告情報をもら

うことで、得意先への請求が、現在は出荷ベースに
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なっておりますが、納品ベースでも可能になる、と

いうことも期待 しておりました。

トライアルの参加事業所は(図 一3)、花王 に16ヶ

所 あるSPの うち、今回は小岩SPと いう一つの拠点で

行いました。第一貨物 さんは、小岩SPに 集荷に行っ

ております葛西支店で、新潟運輸 さんも小岩SPに 行

っている東京支店 を対象 にしました。

適用業務 と使用メッセージについて、今回は2つの

メッセージを使用 しました。1つが運送依頼情報、そ

れから運賃明細情報、 トライアルとして運送状況情

報 までや りたかったのですが、今回は社内システム

を改修する時間がなくてできませんでした。

今回 トライアルをやったネットワークですが(図 一

4)、当社は トランスレータを持 っておりませんで、今

回新たに導入 しました。第一貨物 さんは既 にいろい

ろな企業 とEDIを 実施 しておられまして、 トランス

レータも既 に持っているとい うことです。新潟運輸

さんは今回初めてのチャレンジということで、当社

と同じようにパソコンに トランスレータを導入 し、実

施 されました。

使用回線 は公衆回線で2,400bps、 全銀手順を使

っております。

業務の概略 フローですが(図 一6)、下の方が従来

の流れという形で考 えて下 さい。ホス トコンピュー

タで日に3～5回 バ ッチ処理でオーダー処理をします

とSPに 出荷情報が流れるようになっております。SP

のパ ソコンで まず伝票発行をします。出荷指図書、

荷札、試験成績票、この3種 類の伝票を発行 し、あ

とはすべて手作業の処理 となります。ピッキング、路

線業者ごとの荷 ぞろえ、荷札 も貼る、という作業 を

SPで やっております。翌 日、運送事業者が集荷 し、

路線便で配送 されるという形です。

今回は、出荷の前 日に運送依頼情報を運送事業

者にEDIで 出 しております。運送事業者 さんの方 は、

その時点で今日は荷物がどのくらいあるかがわかりま

す。それまでは電話でや りとりをしないと荷物の量

がわかりませんでした。

それから、今までは、集荷 した伝票を運送事業者

さんのホス トに再入力 していましたが、運送依頼情

報でデータが事前に渡 っておりますので、その必要

がなくなりました。

では、 トライアルを実施するまでにかかった期間

ですが(図 一7)、 今回は花王側のアプリケーション

のシステムはほとんどいじっておりません。大体3ヵ

月ぐらいで、データ交換ができる環境にしました。ま

ず、物流業者の仕事の流れ、我々の倉庫の流れなど、

お互 いの作業 内容の勉強会を3回 行い、その内容で

今年の1月から3月 にかけて、メッセージとメッセー

ジの項 目の選定 とコー ドの意味付けの決定 をしまし

た。

インストール作業は、マシンを導入 して3日 ぐらい

で済んでおります。細かい意味でのテス トは必要あ

りませんでした。

トライアルは3月18日 から28日の間で稼働 させ、運

送依頼情報 と運賃計算情報のメッセージ交換を実施

しました。

実験 したデータの件数ですが(図 一8)、 多くの件

数ではありませんが、第一貨物 さんとは運送依頼情

報は84件、運賃明細情報は82件 でした。新潟運輸 さ

んは運送依頼情報 を254件 、運賃明細情報について

は128件 のデータのやりとりをしました。

総合評価ですが(図 一9)、 我々もCIIの トランス

レータを初めて使用しましたが、特に トラブルもな

く、簡単に接続できたということで、かなり使い勝

手がいいものではないかと思います。

物流メッセージについて、運送依頼情報を使いま

したが、160項 目ぐらいある中から、我々が実際に使

ったのは17項 目で、それで目的 を達成することがで

きています。

トライアルを実施 した感想ですが、今回、細かい

作業変更を伴いました。 トランスレータをパ ソコン

で稼働 させましたので、運用上、データの発信、受

信に手作業が伴いました。これはオフコンベースで

やれば自動化は可能です。

それから、運送事業者 さんが発行する送 り状に、

従来 はなかった当社の商品名、ロットナンバー、数

量など、花王の送 り状の情報を記入してもらうこと

で、今までは運送事業者の送 り状 と花王の送 り状の

2枚必要でしたが、今回は1枚 に集約でき、伝票レス

につながるのではないかと考えております。

それから、住所 コー ドや企業コー ドは花王独自の

コードを使っておりましたが、JISの ような、オープ

ンなコードを使 うことでコード変換などの作業が不要

になり、双方のシステムの負荷を減 らすことができ

ると思います。

運送事業者 さんからの評価としては、前 日に集荷

状況がわかることで非常に助かるということです。

効果 としては、運送依頼の入力作業、入力作業時

の ミスが防止できたという話を聞いております。

今後の展開ですが、 トライアルは1週間 しかできな

かったのですが、データ交換は簡単にできることが

検証できました。運送事業者 さんからは、入力作業
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の軽減や、 ミスの防止などの効果があったという話

で、 トライアル延長の依頼 もあり、現在 も続けてお

ります。

それから、今回の トライアルでは、当社の物流作

業を全般的に見直すところまではいけなかったため、

直接的なメリットはありませんで したが、現場では

物流品質の向上につなげていきたいという声があり

まして、今後、業務改善 を含めて検討 を深めていき

たいと思 っております。

最後になりますが、化学品部門の物流EDIへ の期

待ということで、今の当社のシステムでは、倉庫 ま

ではデータを管理 していますが、お客 さんまで商品

が届いたかは確認することができていません。これを

完了報告の情報をもらい、システムに取 り込んで、

荷物の運送状況をより正確に把握できるようにした

いと思っております。

もう一つ、物流事業者 さんの中でもいろいろな配

送拠点を経由していくわけですが、そこで荷物の漏

れや誤りがないかチェックできるような仕組みまで発

展できないかと考 えております。さらには、請求、支

払い、事務処理の効率化、お互いの事務処理の効率

化につながり、最終的には、得意先へのサービス向

上になるということです。

あとは全体的な作業性能の向上のために、仕事の

やり方そのものを見直 していく必要があると思ってお

ります。 さらに、伝票レスの可能性 も秘めていると

思います。

今回は2社 としか トライアルできませんでしたけれ

ども、取引があるすべての輸送事業者 さんとのEDI

を進めないと大 きな効果は期待できないと感 じてお

ります。

それから、先ほどのコー ドの問題を含めて、さら

に全体的な標準化 をどんどん進めていく必要がある

と思います。

以上、 トライアルの報告 を終 わらせていただきま

す。ありがとうございました。
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図 一1

図一2

トライアルケース1

3.1.1ト ライアルの参加事業所名、場所

3.2適 用業務、使用メッセージ名

3.3ネ ットワーク構 成図、使用通信手順と概略説明

3.4ト ランスレーターを実装 したマシン機種名

3.5EDI化 業務概 略フロー

3.6計 画 ・構築 ・稼動実績スケジュール

3.7運 用実験データ交換件数

3.8総 合評価

・効果

・問題点

・課題
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図 一一3

3.1.1ト ライアルの参加事 業所名、場 所

(荷 送人事業所)

花王(株)小 岩SP

(運 送会社事業所)

第一貨物運輸(株)葛 西支 店

新潟運輸(株)東 京支 店

2適 用業務 、使用メッセージ名

(適 用業務)

化学製品の路線便 を使った運 送業務

(使 用メッセージ)
・運送依頼情報

・運賃 明細情報

・運送追跡情報(今 回は未検証)

図一4

3ネ ットワーク構成図、使用通信手順と概略説明

王 式

花王(株)

SPシ ステム

〈/アア

公痴 縛

・公 衆 回 線 使 用(2400bps)

・全 銀 手 順

薩
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図 一5

3.1.4ト ラ ンス レー ター を実 装 した マ シン機 種 名

・花 王(株)

・第一貨物運輸(株)

・新 潟運 輸(株)

実装機種

東 芝PV3000

(パ ソコン)

IBMAS400

(オ フコン)

GENTRAN

(販 売 元:東 芝)

GENTRAN

(販 売 元:東 芝)

日立FLORA3010TRANCII

(パ ソコン)(販 売 元:SRA)

図 一6

5EDI化 業 務 概 略 フロー

●オーダー処

花 王 ホ ス ト

●伝票発行

(出荷指図書 ・荷札 ・試験成績票)

◎路線業者用荷揃え ・荷札貼リ

◎積込 ・検品

口 支鵯.

●出荷情報
●運賃計算情報

●輸送管理処

輸送事業社

ホス ト

●配送完了報告

口 得意先
●配送
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図 一7

3.1.6計 画 ・構 築 ・稼 動 実 績 スケ ジュー ル

95年10月 ～12月(計 画)

・トライアル実施企 業間で輸送 に関する業務フローの勉強会を行う

(現 場訪 問)

・トライアルのメッセージを協議

96年1月 ～3月(構 築)

・メッセージの使 用項 目と内容定義を行う

・トランスレーターの選定とハードの導入

・インストール作業とテスト

96年3月18日 ～28日(稼 動)

・輸送依頼情報 と運賃計 算情報 のメッセージ交換を実施

図一8

3.1.7運 用 実 験 デ ー タ交換 件 数
花王株式会社

第一貨物(株)宛 て 新潟運輸(株)宛 て
運送依頼情報 運賃明細情報 運送依頼情報 運賃明細情報

3月18日 18件 一 47件 一

19日 8 一 36 一

20日 一 一 一 一

21日 一 18件 一 16件

22日 12 9 52 32

23日 17 一 33
一

24日 一 一 一 一

25日 11 13 33 50

26日 15 16 34 一

27日 3 11 22 30

28日 一 15 一 一

合計 84 82 257 128
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図一9

8総 合評価

●Cl1の トランス レー ター(GENTRAN)物 流 メ ッセー ジ(O版)

を使用 したが 、使用項 目少なかった。(運 送依頼 情報:17項 目)

(花 王 、第一 貨物:GENTRAN、 新 潟運輸:TRANCll)

● トライアルの実施状況 と感想
・現場での作業変更が無い範囲で トライアルを実施 した。
・トランスレーターをパソコンで稼動させた為、運用に手作集を伴なった。

(第一貨物 ・・オフコンで自動、新潟運輸 ・花王 ・・パソコンで手動)
・運送事業者発行の送 り状を花王の送 り状に置き換え可能か?検 証必要

・JlS指 定コー ドの採用必要(住 所コー ド、企業コー ド、共通データ)
・運送事業者の評価として、①前Hに 翌日の集荷状況が判る(前 日18時 データ

受信)② 運送依頼の入力作業、入力作業時の ミスが防止できた との声を聞く

●今後の展開について
・トライアルが一週間と短 く、又、社内への対応が不徹底だった為、充分な検証

は出来なかったが、入力作業の軽減 ・ミスの防止など効果的な点も見 られ、ぜ

ひ トライアル を延長させ、EDIモ デルにしたい。
・花王は トライアルにおいては、メリッ トみいだせないが、今後物流品質の更な

る向上に向けて、更に踏み込んだデータ交換による集務改善の可否検討必要。
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質 疑 応 答

標準 ビジネスプロトコルの中にTRPTとJTRNの 二

つがあります。これはなぜ二つあって、どこが違 うの

か、ぜひ教 えていただきたいと思います。

A(事 務局)

従来から、TRprと いう、既に稼働 しているものが

あります。今回、日本標準 として新 しいものをつく

るに当たって、現行のものと新 しいものをいかに使

い分けるかという問題が出てきます。これは運用で

いろいろ対応する方法 ももちろんあるのですが、こ

の際、なるべ く間違えない方法 をとろうということ

で、あえて、新たに識別子をつくり、新体系 という

ことでJTRNと いうBPIDを 設けました。

今後 どうするですが、TRIγrも 当分有効 というこ

とで残すことになっております。ただし、新 しく実施

されるEDIは なるべくJTRNと いう識別子 を使 うよう

に、皆 さんにお願いします。

TRPTに つきましては、最後のユーザがrRly]「の使

用をやめたところでなくなるという考え方 をとってお

ります。いつなくなるかと言われましても、はっきり

しませんが、当面は動いているものがありますので、

それは従来どおりTRprを 使っていただくということ

になっております。

物流配送業者 として何社か出てきましたが、普通

の宅配業者が我々には身近な物流業者ですが、そう

いうところとはジョイン トでおやりになられているの

でしょうか。今後計画があるとか、その辺の事情を

お聞かせ願いたいと思います。

△(大 久保氏)

私どもの場合は、実質的に宅配 タイプでやってい

るとお考 えいただければいいのではないかと思います。

ですから、実際に取引があるかないか、お互 いに情

報システムの環境がそろなどもありますので、どこの

会社とどうできるかは取引の中で解決 していくもの

だろうと思っております。

ですから、道具立ては全部できております。そう

いうことが自社の取引にプラスになるかどうかで判断

されるのだろうと思います。ただ、御紹介 しました

ように、 トータルコストが下がることは間違いありま

せんから、やらないよりはやった方がいいだろうと思

っております。これから私どもはどんどんやっていき

たいと思 っております。

トライアルで公衆回線 を使 ったときの速度 が遅い

ように見 えました。日ごろパソコン通信やインター

ネットの通信とかやるともう少 し速い速度が普通な

ので、何でああいう速度でおやりになられているの

か、説明いただければありがたいと思います。

A(大 久保氏)

データ量が非常に少ないんです。パソコンでない

ところはデータ量が多く、もう少 し速いわけですが。

もちろんどんどん速 くなると思います。この範囲で

できますよという感触だけおわかりいただければいい

と思います。
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請求支払EDIに ついて

へ





「平成7年 度請求支払EDI委 員会活動報告」

澤 源太郎

請求支払EDI委 員会委員長

NTrデ ータ通信株式会社 新世代情報サービス本部企画担当部長

御紹介いただきましたNTrデ ータ通信の澤でござ

います。どうぞよろしくお願いいたします。

平成7年 度に行われました請求支払EDI委 員会の

活動報告の概論 を述べ させていただきます。私は、

今回のプロジェク トの目的、検討の経緯、成果、最

後に今後の課題 について簡単 に触れたいと思ってお

ります。

まず、本プロジェクトの位置づけを述べます(図 一

2)。 以前から各業界では業界 ごとのEDIと いうこと

で標準 メッセージの開発等が進んでおり、現在継続

中の業界もございます。平成4年 度から、これら業界

で開発 されました受発注の標準 メッセージ等の考 え

方 を踏まえまして、輸送でありますとか代金の支払

い等で、業際EDIと いう研究プロジェク トがスター

トしております。平成4年 度から物流の業際EDIが 走

っておりまして、現在継続 中であります。平成7年 度

になりまして、第2段 階として金融業際EDIが 始まっ

たわけであります。

これから述べますEDIの 考 え方ですが、請求支払

EDIと は何か、ということで御説明 したいと思いま

す(図 一3)。商取引という立場から見 ますと、まず、

受発注等の商流の流れがありまして、次にそれに伴

う製品の輸送に絡む物流があると思います。最後に、

南流の結果 として代金の決済 という形で、金流。こ

ういった三つの大 きな流れがあると思います。EDIを

全体的に完結する場合、よく 「EDIの輪を閉 じる」

と申 しておりますが、今回の請求支払EDIは 、商流

から始 まった最後の結び目のEDIの 位置づけになろ

うかと思います。

また、金融の業際EDIに おいては、いろいろな企

業間、金融業界 と他の業界 との間で、例えば資金移

動でありますとか、従業員の給与振込でありますと

か、商取引ではない部分のや りとりもたくさんある

わけで、請求支払EDIは 金融業際EDIの 一部である

というように位置づけられると思います。

また、別の見方 をしますと、様々な業界で発注者、

受注者がいろいろやりとりをされておりますけれど

も、業界 ごとにいろいろな商慣行があります。 しか

しながら、各業界の請求 あるいは支払は金融業界を

通 じて行われており、各業界 と金融業界は共通の切

り口を持つといった位置づけにあろうかと思います。

こういったものが請求支払EDIで はないかと考えて

おります。

そこで検討体制ですが(図 一4)、通産省の委託を

受けまして、日本情報処理開発協会/産 業情報化推

進センターの中に請求支払EDI委 員会が設置 されま

した。金融業界初めたくさんの業界からの参加で運

営 されております。この委員会の下に具体的な基本

コンセプトを検討するという役割でコンセプト等検討

専門委員会が設置 されました。これは日立製作所の

藤井 さんが主査をされております。メンバは請求支

払EDI委 員会の一部、サブセッ トのメンバの方々で

す。

この委員会の管轄の中に、再委託業務 として、流

通 システム開発センターさんに流通業界のニーズ調

査をお願いいたしました。それから、 日本電子機械

工業会(以 下 「EIAJ」)と鋼材倶楽部 さんに、この

基本 コンセプ トに基づ く標準 メッセージの開発、運

用実験(予 備実験ですが)が 再委託 されたわけでご

ざいます。

検討項目ですが(図 一5)、 いろいろなアプローチ

がありましたが、大 きく分けて短期的なアプローチ、

長期的なアプローチ、このいずれかを検討 しなけれ

ばいけないということです。平成7年 度の活動は1年

間である程度の結論 を出 してもらいたいということで

した。例えば長期的アプローチでいきますと、国際

化に対応 してUN/EDIFACTへ の対応をどうすべき

なのか、あるいは実際の商流データと金融のデータ

を一緒に取 り扱 うファイナソシャルEDIを どう捉 え

るべきなのか、こういったアプローチがあります。1

年間の検討期間ということで、具体的には産業界の

ニーズ、例えば売掛金の自動消 し込み率の向上が非

常に望 まれているとか、あるいは現在金融業界も含

めてかなりでき上がっている既存の仕組みをうまく活

用 して何か解決策はないか、などの意見が出 され、

結局、短期的なアプローチをとることにいたしまし

た。

具体的な作業項 目ですが、各業界の現状調査、請
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求支払EDIの 基本コンセプ トの策定、それから、具

体的にそのコンセプ トがうまく働 くのかどうかという

検証 という作業があります。

検討した結果 と成果について簡単に述べさせてい

ただきたいと思います(図 一6)。

まず、業界ニーズの把握が行 えました。流通業界

も含めて売掛金の消 し込みには非常に苦労 されてい

るという業界が多々ありました。毎月数十万件消 し

込 まなければいけない企業 もあり、そこでは請求支

払EDIと いうものが望 まれているという状況が把握

できました。

次 に、具体的には藤井 さんが話 されると思います

が、基本 コンセプ トの提案が行 えたということ。そ

の中身は、振込IDと いう考 え方 をとりまして、支払

と請求を企業間で一致できるマ ッチング ・キーを使

った方式の提案が行えたということ。その検討の過

程で、請求支払の業務では、大きく請求額の確定段

階と、支払い段階の区分が必要であるということが

明確になったこと。それから、二業界、EIAJさ ん、

鉄鋼業界 さんによって予備実験 が実際に行えたこと。

これにつきましてはアルプス電気の鈴木 さんから御報

告があろうかと思います。

そして、これは画期的なことだと思っております

が、この委員会の活動の中ではないかもしれません

が、委員会での検討状況を踏まえられまして、金融

業界では全銀協(全 国銀行協会連合会)さ ん、ある

いは金融情報 システムセンターさんの中での検討が

並行 して進んでおりまして、ここで挙げられており

ます振込IDに よるマッチング ・キーを使った実際の

仕組みが具体的に全銀システムの中に取 り入れられ

るということが決定 されたとい うこと、これは非常

に大 きなイベントではないかと思っております。

これ らが平成7年 度における請求支払EDI委 員会

の成果ではないかと思っております。

請求支払EDIの 情報交換モデルの概論 をお話 しさ

せていただきます(図 一7)。

発注者、物の買い手がいて、受注者がいて、いろ

いろなやりとりをされるわけですが、前段 には見積

りとか受発注、あるいは納品段階のやりとりがあり、

これがEDIの 一つの段階 として進んでいると思いま

す。今回取 り上げている請求支払EDIは 、これ以降

の全体をカバーするものでありまして、この中に2段

階の区分が存在するということがはっきりいたしまし

た。具体的にいいますと、一つは請求額の確定段階、

もう一つは請求支払の処理段階、この二つの段階が

請求支払EDIの 手続 を整備 していくのに必要 な段階

であるということがわかりました。

具体的に申しますと、発注企業が買掛情報 を確定

する、あるいは支払計画 を立てるという行為 と、一

方で受注者が売掛 を確定する、あるいは請求額の確

定 をする作業があると思います。ただ、これは後で

触れられると思いますけれども、お互いの計算上の

違いが出ます。違算 という言葉になろうかと思いま

すが、月締めにしても締め日が両者で違っていると

か、業界によりましては物の代金支払以外に、バー

タ取引、物 と物で相殺決済するとか、あるいは運賃

や振込手数料を相殺するとか、あるいは流通業界等

ではいろいろなリベー トや販売促進金 といったものを

一括 して相殺するとか、業界ごとに取引が複雑にな

っておりまして、この辺のところを業界ごとに明確

にしないと、請求額が確定できないということが明

らかになっております。

こういう額が確定 した段階で、次に支払の額が、

お互いの取 り扱いの金融機関を通 じて請求処理 され

るわけです。この支払処理では、発注者から金融機

関に支払の指図が渡 り、受注側の金融機関に資金移

動が行われます。そうしますと、入金の通知が受注

者側に流れて、売掛金の消 し込み作業が行われて最

終的に処理が完結することになるわけです。いずれ

にしても、今回の短期的なアプローチでは、この二

つの段階が整備 されなければならないということで、

請求支払処理段階の具体的な方策が明 らかにされた

ということになろうかと思います。

今後の課題です(図 一8)。 平成7年 度の トライア

ルにつきましては、残念ながら実際の金融機関のシ

ステムが組み込 まれずに、発注者、受注者の間でや

りとりされたわけですが、実際の金融機 関のシステ

ムと連動 して、金融業界の参加による運用実験が行

われるべきだと考えております。また、各業界にお

ける請求額の確定段階の整備があわせて行われる必

要があろうかと思います。

それから、これも後で全銀協の山本さんが話 され

ると思いますが、振込IDの 桁数といいますか、枡席

は一応確保 された形になっておりますけれども、業

界 ごとに、その枡席の中に、何人、どのような人が

座 って情報 をやりとりするのかというような、業界

ごとの振込IDの 使い方といいますか、エレメン トの

定義といいますか、そういったものが今後必要にな

ろうかと考えております。

最後になりますが、この委員会は平成8年 度も継

続 して行われる予定 になっております。進め方 とし

ては二つのアプローチを行わなければならないのでは
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ないかと思っております(図 一9)。

一つは、先行業界、今年度予備実験 を行われまし

たEIAJさ んなどを中心に、金融業界のシステムと一

体 となって本格的な運用実験で深掘 りをしていただ

くということが必要になってくるのではないかと思っ

ております。他方で、各業界、今回参加 されていな

い業界 も含めて、各業界における請求額の確定段階

のルールづくり。大胆な言い方 をしますと、このや

りとりに中には複雑な商慣行があるわけですが、最

近のはやり言葉で言いますとビジネス ・プロセス ・リ

エンジニアリングといいますか、業界 ごとのルールの

整備を行 うことによって請求支払EDIが スムーズに

流れるように、横の広がりを持 って検討 していくべ

きと考 えております。深掘 りと広がりというとらえ

方で進めていただきまして、これを行 うことによっ

て、日本の産業界の取引の効率化に強く資するもの

だと感 じております。

簡単ですが、私の方からは概論ということで御紹

介 させていただきました。どうもありがとうございま

した。
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「請求支払EDIの 基本 コンセプ トについて」

藤井 慶三

請求支払EDI委 員会委員/コ ンセプト検討専門委員会主査

株式会社日立製作所 情報事業本部技術本部金融システム技術部主任技師

ただいま御紹介にあずかりました日立製作所の藤

井でございます。よろしくお願 いいたします。

当請求支払EDIの 中のコンセプ ト検討専門委員会

ですが、メンバとしては、日本 ロジスティクスシステ

ム協会、電気事業連合会、昧の素、流通システム開

発センター、EIAJ、 鉄鋼業界等の産業界 と、今回は

請求支払EDIと いうことで金 融業界の方、特に全銀

協(全 国銀行協会連合会)、地銀協(全 国地方銀行

協会)及 び都銀の方々にメンバに入っていただきま

した。金融業際ということですので、受発注を含め

た決済のEDIを どう考えるかということで、金融界

の方に御参加いただいて基本コンセプトをまとめさせ

ていただきました。

基本コンセプ トを説明 させていただく前に、金融

界ではファーム ・バンキング(以 下 「FB」)という形

で、企業の方に対 して総振、給振、支払明細の取引

情報が公衆回線を利用 してパソコンまたはFAXを 利

用 して送 られていますが、このネットワーク ・インフ

ラを変 えることは金融機関の協力がなければできな

いということで、金融機関が提供 されているネッ ト

ワークの変更 ををいかに最小限 にして請求支払EDI

情報を送信可能とするかを前提 として、この委員会

で検討いたしました(図 一2)。

それから、一般企業においては請求支払処理 は既

存の金融機関のFBを 使 っているわけですが、現在利

用 している請求支払処理 と、売掛金、買掛金の確定

を含めていろいろな処理がありますが、これらの処

理の自動化を可能な限 り効率向上 させることとし、

目標はなるべく100%に 近いもので自動化できる方

法はないかということを検討 してまいりました。

しか し、請求支払方法は、現実を調べますと、金

融機関のFBを 含めて、手形とか現金決済、小切手

等がありました。まず請求支払EDIが 短期間に基本

コンセプ トにより自動化が向上するために、平成7年

度では金融機関のFBを 利用 した請求支払EDIの 基

本 コンセプ トをまず策定 しようということで進 めるこ

とにいたしました。

なお、金融機関のFB以 外 に多種の支払方法があ

ります。例えば手形、現金、小切手等があります。

これにつきましては今後の課題といたしました。

それから、基本コンセプ トを策定 した後、本委員

会では、この基本 コンセプ トが正 しいかどうか、あ

るいはまとめた内容がよかったかどうかなどについて、

本委員会 に参加いただいている各業界のアンケー ト

と、EIAJ、 鋼材倶楽部における実証実験 にて、基本

コンセプ トの検証 をさせていただきました。

まず基本 コンセプ ト策定の前に、請求支払EDIの

現状の調査をさせていただきました(図 一3)。 本委

員会に参画 されている肌AI、 鋼材倶楽部、電気事業

連合会等の計9業 界 に対 して、第2回 のワーキングか

ら第5回 のワーキング、平成7年6月28日 から8月23日

にわたって、請求支払処理の現状 を調査 させていた

だきました。その結果については報告書の17ペ ージ

から55ページまでにそれぞれの業界団体の現状の課

題、調査結果等を報告 しております。

特に、肌AJに つきましては、次の講演者のアルプ

ス電気の鈴木 さんから詳細に報告 していただくこと

になっております。

また、注目していただきたいのは、金融情報シス

テムセンター(以 下 「FISC」)が平成7年 度に、ファ

イナソシャルEDIと いうことで調査研究 されておりま

した。その調査結果では、日本の金融機関において

請求支払EDI処 理の自動化率向上には、マ ッチン

グ ・キー方式が売掛金消 し込みの向上に役立つとい

った内容の報告がされてお ります。これにつきまし

てはFISCか ら報告書が出ておりますので、詳 しくは

報告書を御参照願いたいと思っております。

それから、流通 システム開発センターには流通業

界全体の現状のニーズ調査 を行っていただきました。

これにつきましては委員会の報告書の25ペ ージに、

「企業間決済情報 システム」、「実決済 システム」とい

うことで請求支払処理の詳細 を分類 していただきま

して、現状の流通業界の請求支払EDIの メカニズム

について詳 しくニーズ調査 をしていただきました。

各業界団体のニース調 査の結果(図 一4)、請求支

払EDIに ついては現状の金融機 関のFBを 利用 してい

るところが非常に多いということがわかり、その中

で特 に売掛金消込処理の作業量が多くて自動化 をぜ
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ひ行いたいというニーズがありました。産業界では、

物流、南流を含めてEDIの 適用が幅広 く検討 され拡

大 しているわけですが、本委員会では請求支払EDI

ということで、商流/物 流/金 流におけるEDIの 中で、

最後の決済までを含めて基本 コンセプ トと請求支払

EDIの ルールとその仕掛を作っていくことを、このコ

ンセプ ト委員会の目標 といたしました。

それで、請求支払EDIの 処理が具体的にどうなっ

ているかを説明いたしますと(図 一5)、 一般産業界

では受発注者の間において請求情報とか支払情報の

交換 に既存の産業界のネッ トワークが使われている

ことがわかりました。支払情報、請求情報の交換の

後、決済情報の振込依頼 、振込入金通知が金融機

関のFBの ネットワークを利用 して連絡 されるわけで

す。受発注者間の支払情報 に請求支払EDIに 関する

何かの情報を付加 しますと、受注企業(請 求者)の

売掛金消込処理が向上することが判明いたしました。

次に、具体的に請求支払EDIに おける売掛金消込

処理向上のこのメカニズムをどのように解決 したらよ

いかの検討結果を御報告いたします(図 一6)。

受発注企業の間で請求情報がありますが、従来、

請求番号とか納品番号の情報が産業界のネットワー

クの中で交換 されています。この請求番号の情報を

支払処理するときに、支払情報 にマッチング ・キー

という振込IDの ような情報 をつけ、支払明細情報 を

受注者に送ると同時に、金融機関のFBの 振込依頼

情報の中に振込IDを つけ、金融機関のネットワーク

を利用 して送 ってやります。すると、受注企業側で、

支払情報の明細の振込IDと 金融機関からの振込入

金通知の振込IDと のマッチングをとれば、売掛金の

消込処理ができるということで、振込IDを 請求支払

処理を行 うネットワークの中に付加 して情報交換す

ればよいという結論が出てきました。

次に、振込IDを どのようなメカニズムで情 報交換

したらよいかということをコンセプ ト委員会で検討い

たしました。まず、振込IDに 設定すべき情報項 目に

っいていろいろと調査いた しました結果(図 一7)、

請求者が発行 した請求番号 とか納品番号 あるいは支

払者の企業 コー ド等の情報を送信すればよいという

ことが判明して、まず振込IDと して10桁 を考えてみ

たわけです。

ところが、振込IDの 識別 コー ドとして10桁 を使 う

ときに、同時に、請求番号、企業コー ドを一緒に送

りたいという要求がありまして、10桁 では情報エリ

アが不足することが判明 しました。この解決策とし

て、2エレメン ト方式 という形で、20桁 案を次に考 え

ました。20桁 にすると、請求番号と企業 コー ドが一

緒 に入るということがわかりました。現在、産業界

で使われている標準企業コード、共通取引先コード

が約12桁 、これは企業 コード+事業所 コー ドを含み

ます。残 りの8桁 が識別コードという形で、請求書番

号 とか納品番号を設定 し、全体で20桁 の中でおさえ

ていただくと、振込IDが 売掛金消込処理のマッチン

グ ・キーとして有効に利用できることがわかってまい

りました。

請求支払EDIの 振込IDと して、10桁 案、20桁案の

2案 が提案 されましたが、コンセプ ト委員会では各業

界にニーズ調査をさせていただきました。その結果

を御報告いたします(図 一8)。1エ レメント方式、2

エレメント方式について平成7年10月1日 にアンケー

トを依頼 させていただき、11月6日 に回収 という形

で、10業 界、74社 からの意見 を集約 させていただく

ことができました。

その結果といた しましては、基本 コンセプ トの請

求支払EDIの 売掛金消込処理の振込IDと して、マッ

チング・キー方式は有効であるという回答が73%、 多

分よいだろうということを含めますと大体80%ぐ ら

いの回答がまいりました。

それから、振込IDの 構成方式、1エ レメント方式、

2エ レメン ト方式がありますが、「どちらでもよい」、

「20桁がよいのではないか」というのが約74%で した。

これ以外の意見といたしましては、「売掛金の確定

に手数がかかっており、まずこのルール化が必要」と

いうものがありました。つまり返品とか分納とかリ

ベー トとか決済確定段階までに非常に手数がかかっ

ており、これを解決しませんと、振込IDを 送っても

なかなか自動化率が上がらないという意見もありま

した。また、支払情報に振込IDを 設定 して金融機関

に送 る前に、受発注企業間で支払明細情報 をやりと

りする情報交換のルールとその支払明細情報のフォ

ーマット化が必要 という意見も出ております。

産業界の意見集約の結果、振込IDと いう形で、請

求情報をお互いに交換するというマッチング ・キー

方式で20桁 あれば十分であるという結論が出たわけ

です。また支払明細情報の交換を含めて、売掛金の

確定、この二つのフェーズの情報交換ルール化 も今

後必要であるということがこのアンケー トでわかりま

した。

コンセプ ト専門委員会の結論としては(図 一10)、

現状のニーズ調査を含めて、基本コンセプトの1エ レ

メント方式、2エレメント方式 を含めて各業界に御意

見 を聞かせていただきました結果、振込IDは ほほr20
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桁で妥当という結論に達 したと思っております。

さて、振込IDと して20桁 をどう使うかということ

で、企業 コー ドと請求番号、20桁 の中で12桁+8桁 等

の構成を提示 させていただきましたが、産業界の各

業界 ごとによってマッチング ・キーの使い方がいろい

ろあるということが判明 し、振込IDの20桁 の情報内

容の利用方法は業界単位で決めていただいた方がよ

いのではないかという結論に達 しました。

それから、受発注企業間の請求支払が確定するま

での情報交換のルール作 り。すなわち売掛金消込処

理の確定が、企業 間あるいは業界団体の中でまだル

ール化 されてないということがわかりました
。今後、

振込IDを マッチング ・キーとして金融機関のFBシ ス

テムを利用 して送信する前に、請求額の確定段階を

きちんとしませんと、企業間で支払明細情報を送る

とか振込IDを 送るとかということができましても売

掛金消込率の向上は得 られないことがわかりました。

したがいまして、請求支払EDI標 準につきましては、

請求額確定における企業間のEDIと いうのが今後必

要だということがコンセプ ト委員会の今後の課題 と

なりました。これにつきましては、平成8年 度に各業

界団体含めて検討 していきたいと思っております。

コンセプ ト検討委員会では、請求支払EDIと いう

ことで、平成7年 度 は金融機関のFBを 利用 した振込

処理だけに主眼を置いて検討 してきたわけですが、

現実には手形、小切手、現金を含めていろいろな支

払方法があり、この内容についても平成8年 度のEDI

委員会でさらに検討 していきたいと思っております。

最後に、お礼 という形でお話 しさせていただきた

いのは、今回、請求支払EDIの 検討の場に金融機関

の方に多く参画 していただき、その結果全銀協の山

本 さん力汲 のテーマで御説明されると思いますけれど

も、全銀 システムを変更 していただきまして、振込

IDの マッチング ・キーの20桁 を送信 していただくこ

とができるようになりました。産業界の皆 さん方に

ぜひこれを使っていただきまして、日本における請

求支払EDIが 、産業界と金融界を含めて今後とも発

展 していくように御協力願いたいと思っております。

以上で私の報告 を終わらせていただきます。あり

がとうございました。
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図 一1

匿 求支払EDl委 胎1

請求支払EDl

基本 コンセプ トについて

平成8年7月17日

コンセブ.ト等検討専 門委員会 主 査

(株)日 立製作 所 藤井 慶三

図一2

1・ンセブ0ト等検 討専 門委 員会1

1.は じめ に

■ コ ン セ プ ト検 討 の 前 提 条 件(目 的/背 景)

(1)既 存 の体系(金 融業界 のテ㌔ タ交換 システム等)の 変更 を

最 小限 に抑え る。

(2)一 般企業 の請求 ・支払処理 にお いて、可能な限 り高い

自動化を目標とする。

(3)支 払方法 は多種類 あ るが 、短期間 に検討するため「振込」

による支払いのケースにっいて基本]ンセブ.トをまとめる。

(4)た だ し、今後 の他の支払方法へ の展開が可能なように

考慮する。

(5)基 本]ンセブ.トは、実証実験や業界 ア ンケー ト調査等に

よって検証する。
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図 一3

コンセプト等検討専門委員会

2.検 討 の経緯

■産業界における請求支払処理の現状 とEDl化

のニーズ調査

・(社)日 本電子機械工業会

・(社)電 気事業連合会

・(社)日 本電線工業会

・(財)流 通 システム開発センター

・(社)日 本電機工業会

・(社)鋼 材倶 楽部

・(社)日 本貿 易会

・(財)建 設業 振興基金

・(財)金 融情報 システムセンター

図 一4

コンセプ}等検討専門委員会

3.産 業界の調査結果

■産業界 において請求支払処理は、金融機関の

FB(フ ァームバンキング)を 利用 しているケースが多い。

■売掛金消込み処理の作業量が多 く、

自動消込み率の向上が望まれている。

■産業界 において受発注EDIは 普及拡大 して

お り、一部の業界においては物流EDl化 が

進展 している。

■産業界の受発注EDlと 金融機関のFBを

利用 した請求支払処理 とを連携 させる

情報データ交換のルールと仕掛が無 いことが

判明 した。



図 一5

コンセプト等検討専門委員会

4.請 求 支払EDlの 現状

振込者

(支払者)

一般産業界

……'①請 求情報

② 支払情報

受取者

(請求者)

〈 一':産 業 界 のEDl

司一=金 融 機 関 の ④ 振 込 入

ファームハ"ンキング(FB)

図一6

1・ンセ・'ト等検討 専門委員 会1

5.請 求支 払EDlの 具体 的メカニ ズム

発注者(購 入者) 受注者(販 売者)

請求情報トli翻妻 篇撚纏
ウ ウ

支払情網
支払情報

遺嚢纏讃
振込依頼 翻

支払情報

獺
振込依頼
↑

1 〆
▼

請求番号含む

振込ID砺 チングをと〆
振込蓼1珊
振込依頼

罎振込ξ靱議

ウ
振込へ金鉱

A銀 行 )1振込鐵繊 B銀 行)

振込情報



図 一7

Pセ・障 検討専門委胎1

6.振 込lDの 構 成方法

■1エ レメ ン10桁)
・請 求者が発 行 した

請求番号
・企業コード

■2エ レメ ン ト方式(20桁)

標準 企業]一ド

又 は共通取引先コード 識 別]一 ド

11213141516171819110‖111213‖4151611131{}2c

・産業 界のEDlに おける企業識 別 コー ド

1共通 企業 コー ド1+戸 コー ド

図一8

コンセプト等検討専門委員会

7.基 本 コンセプ トに対する産業界の意見集約

■産業界 の10業 界 、74社 か ら意見集約

・電子機器業界 ・電気事業 ・重電業界 ・鉄鋼業界

・建設業 ・流通業界 ・総合商社 ・電線業界

・繊維業界 ・住宅産業

■基本 コ ンセプ トは有効か

・「有効である」の回答が73%

■振 込lDの 構成 は妥 当か

・「1エ レメント」又は「2エ レメント」で「20桁 が良い」

との回答が74%

一51一



図一9

]ンセプト等検討専門委員会

8.。 求支払EDlの 最終 的情 交換 モデル

発注者 受注者

1 見積/受 発注/納 品段階 1

請求支払EDl
一 一

請求額確定段階
一一

買掛確定

支払計画'

売掛確定

請求額確定
「

売掛 ・買掛情報他

請求支払処理段階

請求情報 ・支払情報他
請求処理

消込処理1支 払処理1 ■

↓(振込依頼振込ID)

(振込lD)

振込情報

振込入金通知 ▲

(振込lD)

lA銀 行1
〆

(振込lD)『
B銀 行1

図 一10

コノセプト等検討専門委員会

9.請 求 支払EDlの 展 開施策

■「振込lD」 は20桁 が妥当と結論する。

■請求支払処理で用いる20桁 の振込lD構 成 は、

業界単位で決めるべ きである。

■請求額確定段階における標準的な業務処理手順や

ルール確立が必要である。

■また、請求額確定処理 におけるEDl標 準

メッセージの整備が必要である。

■最終的な請求支払EDlで は、「振込」以外の支払

方法を包含 した検討が必要である。



「業 際EDIト ライアル報 告 」

鈴木 啓之

請求支払 ワーキング ・グループ主査

アルプス電気株式会社 経理部グループマネージャ

ただいま御紹介にあずかりました請求支払 ワーキ

ング ・グループ 似 下 「WG」)の 主査を務めてまい

りましたアルプス電気の鈴木でございます。これか

ら請求支払EDIト ライアルの活動に関 して簡単に御

報告 させていただきます。

本 日の発表の目的としては(図 一2)、 平成7年 度

の活動結果 を御報告するとともに、皆様方の御理解

をいただき、請求支払EDIの インフラを整備 し、実

際に御利用していただく機運 を盛 り上 げることだと

理解 しております。

それと、私事になりますけれども、私はアルプス

電気の経理部のグループマネージャをしております。

二十数年間経理畑でずっとやっておりまして、今回

こういう場に立つということでいささか戸惑っており

ます。従来、EDIは 資材 とかシステムの方が中心に

なって促進 されたように思います。しかし、今回の

取引の最終段階であります請求支払のところでは、

まさに経理業務になってきますので、各社におかれ

ましても経理の人の参画が必要になってくるかと考

えております。本 日御出席の皆様 にもそのことを理

解 していただき、これからの御協力や御意見をいた

だきたいと考 えております。

先ほ ども既 に御紹介があ りましたが(図 一3)、

我 々は通産省、日本情報処理開発協会/産 業情報

化推進センターより委託を受けまして、EIAJと して

請求支払EDIト ライアルWGを7年 度から開始 しまし

た。参加 した企業は(図 一4)、 発注側としてはソニ

ー、松下電器産業、受注側 としては東芝、アルプス

電気、そして村田製作所の合わせて5社 です。

トライアルの日程ですが(図 一5)、調査 ・検討に

2ヵ 月、システム開発テス トに2ヵ 月、EDIト ライア

ルに2ヵ月、報告書のまとめに1ヵ月、計7ヵ 月という

比較的短期な日程で行いました。

また、関連するWG、 委員会とも協議をしたり、

詰めをしたりしてメッセージを確定 していきました。

活動の状況ですが、比較的短期な日程でしたの

で、あらかじめシナリオを決 めてスター トしました

(図一6)。

途中で、特に現状分析のところにおきましては、

ビジネスモデルの検討ということで各社の売掛金の

消 し込み状態 を調査いたしましたが、複雑にできて

いたり、また既存のシステムができ上がっております

ので、皆 さんかなりこだわりまして、統一の標準モ

デルは作成 に至 りませんでした。また、消 し込みの

キーに関してもなかなか合意がとれないというのが実

際のところでした。そこで、7年度 としては、先ほど

二つの区分があると言われております支払側に重点

を置いて、入金の照合キーをメインに活動 を進める

ことにいたしました。

問題点を少 し絞 りまして、まず、請求支払業務の

標準モデルはないということを前提 に、また、入金

照合キーも存在 しないということで、ここに焦点を

絞った現状分析をいたしました(図 一7)。 そこで、

業務サイクルを分析 しますと、Aか らEの取引のパタ

ーンを皆 さんのところで行っているということが判明

しました。その中から支払と回収業務におけるEDI

のメッセージを共通化することが可能だと考えまし

た。

ここにAか らEの五つのパターンがあります(図 一

8)。例を挙げて御説明 したいと思います。今日は大

変暑いので、終わったらビールでも飲みたいと思っ

ておりますので、飲み屋の例でお話 ししたいと思い

ます。

Aパ ターンというのは、例えば飲み屋に行 きますと

一見の客であれば
、都度請求 ・都度支払という格好

になります。これが取引の原形 かと思います。

次にBパ ターンですが、やや常連の客になりますと

つけが効いたりいたします。そうすると、知っている

ママが月をまとめて請求書を送って、それに対 して

支払 うということになります。これは月1回 です。そ

れとママが請求書を送るということになりますと、受

注側が債権を確定するという格好 になります。 これ

を月次請求書方式と申しております。

それからCパ ターン。常連の常連になりますと、今

月は10万 円 しかない、残 りは来月回 しだよと、客が

ちょっと威張 ってきます。そうすると、これは債務

者が支払額を確定するという形になります。これが

月次買掛金方式という呼び名にしております。今 日、
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電子機械工業会ではこのCパ ターンが一般的になっ

ております。主流 を占めております。

どうして一般的になったのかということを推測 して

みるに、かつてコンピュータを導入 したときに、請求

書、納品書がばらばらのフォーマットで上がってく

る。そうすると、入力するときには非常に困難 を伴

う。どうしてもそこでは指定 した納品書なり請求書

をつくりたいという要望が出てきます。それによって

こういう方式が一つ入る素地ができたのではないか。

もう一つは、発注書も含めたワン ・ライティングの

考 え方がありますと、プリパンチで納品 日というの

が入る欄をつくれば、納期管理にも有効だというこ

とも含めてCパ ターンが業界内にはやったのではない

かと思われます。

次にDパ ターンです。これは一部企業で行ってい

らっしゃるのですが、やはり売掛金の消込業務に相

当苦労なさっておりまして、月次バ ッチ式の消 し込

みではもう耐えられないということになりますと、毎

日毎日照合することによって何とかならないか。 し

ょせん消 し込みがうまくいかないのは売上 に間違いが

あるか、仕入に間違いがあるか、どちらかだと。そ

して、今 日もらった売上あるいは仕入を、その日の

うちにチェックをかけて、両者が同一になれば、消

し込みのパターンは月1回 そんなに多くはないという

考え方で、日々照合とい う考 え方が出て きました。

これはCパ ターンの応用型として、日々照合を反映

した後に月次買掛金方式で売掛金を消 し込むという

考え方です。

さらにEパ ターンというのがあります。これは基本

的にはDパ ターンなのですが、最後 に、月間で債権、

債務が両者で確認 されたときに、改めて請求書 を取

り直すという格好です。その額 を参考にしながら消

し込むという方式です。

以上、5社 の中で行われていた請求支払いの業務

のパターン分けはこの5種類になるかと思います。

このことをもとにして、基本コンセプ トとのすりあ

わせをしながら次に進んでいきました(図 一9)。 基

本的な考 え方はCパ ターン、月次買掛金方式で考 え

ております。発注者の業務 といたしましては、買掛

金管理、支払管理です。受注者側は売掛金管理 と

回収管理です。この図は債務確定型ですので、矢印

の情報の流れは左から右へ、つまり発注者から受注

者へ流れていきます。それが一貫 して買掛明細情報

においても、相殺内容通知情報 においても、支払情

報においても、最後の銀行経由の入金情報において

もこういう流れになっております。

一番上の買掛明細情報ですが、これは通常指定納

品書、請求書のデータ、伝票です。相殺内容通知情

報は主として支給部品です。電気業界におきまして

は、中枢な部品がセットメーカから支給 されるとい

うことが多々あります。例 えばICで あったり、性能

を左右する部品に関 して支給 されるということがあ

りまして、その伝票内容がこの情報です。したがい

まして、支払時には買掛明細から相殺内容の金額 が

差 し引かれて支払情報の金額 になっております。支

払情報は明細を添付 してもよいし、または合計額の

金額だけでもいいわけですが、親切なところは明細

も付けているところがあります。

そして、この同額で銀行指図情報が出て、その金

額が入金情報となるわけです。この支払情報と銀行

指図情報、入金情報の間に支払ID、 私どもはあえて

支払IDと いう名前を使っております。これは振込ID

でも構いません。ただ、将来の拡張度を含めると、

振込IDよ りも支払IDの 方がいいのではないかという

ことで、今回名称 を変更 させていただきました。

なお、買掛明細情報だけですが、詳細のフォーマ

ット内容が報告書 「業際EDIパ イロット・モデルの

調査研究開発報告書IV－ 請求支払EDIへ のアプ

ローチー」の104ペ ージに掲載 してあります。その

他、入金情報 とか各種の情報がありますが、これら

のフォーマッ トも、報告書では掲載 されておりませ

んが、EIAJ版 には記載 しておきましたので、御参考

にしていただきたいと思います。

次 に、支払IDで す(図 一10)。 仮定義 として、「受

発注の企業間における照合キーとして支払ID(振 込

ID)を 新設 し、買掛金/売 掛金管理 ・支払業務の包

括的管理単位とする」というふうに定義 しておきま

した。コー ド体系としては、企業 コード十識別コー

ドの2エ レメン ト方式の20桁 を採用 しております。初

めの6桁 は法人コー ドになります。これは法人格 をあ

らわすコー ドとしてEIAJ統 一企業 コードの上6桁 を

使用 しております。それから、ここに新たにつけ加

えたコードとして支払元コードというのを入れており

ます。これをあわせて企業コードとしております。

この支払元コードの使い方ですが、支払権限 と関

係 しております。例 えば本社集 中型の支払いの仕方

をしている場合は、このコー ドはあえて必要ありま

せん。法人 コー ド=支 払元コードになります。ただ、

電気業界の場合多くの企業 さんが事業部制を敷いて

おります。事業部制で支払権限 を移譲 しているとい

うケースがあります。事業部長に手形の振出権限が

あったり、振込権限があったりというところが多数
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あります。その場合には支払元 コー ドは事業部コー

ドになります。

それから、識別コードですが、ここでは計上月度

というものを入れております。 これは支払 日ではあ

りません。ここで意味 しているのは、債務型の買掛

金の計上月度を入れていただきたいということで考

えております。そうしますと、年度が限定 されます

ので、売掛金 との照合がしやす くなるという考 え方

です。

以上のコンセプトで二つのパターンに分けて トライ

アルを実施いたしました(図 一11)。 一つはCパ ター

ン、月次買掛金方式で、これはソニー、東芝、アル

プス電気、村田製作所で行いました。もう一つはD

パ ターンの日々照合 という格好で、松下電器産業、

村田製作所の間で実施いたしました。ただ、ここで、

本来であれば間に銀行が入 ってくるのですが、銀行

は無 しで、ダミーでやらせていただきまして、そのコ

ー ドを直接受注側に渡すことによって消込確認をす

るということでやらせていただきました。

トライアルの評価ですが(図 一12)、 支払IDに 関

しては実用が可能であると、5社 ともそういう結論に

なりました。入金照合、企業間の問合せ業務の効率

アップにつながるという結論です。他方、売掛金の

自動消込率に関 しては、余 り向上 しなかった。ただ

し、日々照合をやっている企業では一部効率アップ

が確認 されたということになりました。

今後の課題ですが、6点 あります(図 一13)。

一つは、他の支払い方法、手形 とか小切手、最近

では延べ現金、一括支払とかあります。こういうと

ころへ拡大できないかということを考えざるを得な

い。振込は全体の入金のうち半分 ぐらいかもしれな

いという話が出ておりまして、そういう中で拡大 し

て検討せざるを得ないと考えております。

また、先ほどのパターン分けの中ではBパ ターンに

ありました月次請求書方式 もあわせて検討する必要

がある。電気業界におきましては金型代の請求 とか、

開発費の請求とか、また、中小企業向けに受注者が

売上げを立てるケースなどでは、債務確定方式では

なくて、債権確定型の取引もあ ります。そうします

と、月次請求書方式、この検討 も必要かと思われま

す。

それから、先ほどから何回 も出ておりますが、金

融機関が参画 して実際に再度 トライアルをやるとい

うことも必要になろうかと思います。

1番 目の三つのところをくくったものが、入金 、支

払 に絡む業務で、これを第1テ ーマとして考 えており

ます。7年度に行ったものをさらにもう一歩進めると

いう考え方です。それに対 して第2テ ーマは、7年 度

は余 りアプローチ しなかったところですが、売掛金

照合キーの検討に絡んだところです。この三つのう

ちの頭のところですが、今回一応EDIメ ッセージを

作成 しました。しかし、まだ5社の間で合意がとれた

段階です。もう少 し参画企業を増やして、これが使

えるということを公知、公認といいますか、そうい

うところまで持っていく必要があります。また、部

分的には修正箇所 もあろうかと思いますので、なお、

メッセージの整備に努力をしたいと考 えております。

売掛金照合キーに関 しては非常に要望が強 うござ

います。売掛金消 し込みの自動照合率を上げたい、

消込率を上げたいという希望が参加企業の中では非

常に強いです。その中では、注文番号にプラス ・ア

ルファ、枝番をつけることによって、上流から消 し

込みができないか、納品キー番号という提案 もなさ

れております。これに関 しても大きな課題だと考 え

ております。

それから、日々照合、一部企業で実際に確かめら

れて効果があるということですが、これを我々の業

界の標準モデルとしていいものか。また、先ほど来

言っております月次買掛金方式 と併存 させながら、

普及 と業務改革 と両方を考えていくのかという課題

があります。

8年度のWGの 活動予定ですが(図 一14)、 今まで

述べました第1テ ーマと第2テ ーマ、これを両方一遍

にやらざるを得 ないのかなというのが現在の認識で

す。第1テ ーマは7年度から引き続 いておりますので、

比較的勝算がある、短期に成果が出るだろうと予測

しております、 トライアル型活動 と考えております。

それに対 して第2テ ーマは、 トライアルに縛 られる

と中途半端な結論で終わってしまう。むしろじっく

りとアプローチして、少 しでも売掛金の自動消込率

の向上を図る努力が必要なように思われます。着実

に進歩 させるとい うことかと思います。そう考えま

すと、どうしても長期間にならざるを得ない。1～3

年の活動を覚悟 して、定例検討型活動にならざるを

得ないのかなという感 じで考 えております。

8年7月 からもう一回請求支払WGの 再スター トを

切 りたいと考 えております。

以上で、請求支払EDIの7年 度の活動の御報告を

終わらせていただきます。御清聴いただきましてあ

りがとうございました。
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図 一1
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図 一3

図 一4
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図 一5

図 一6
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図 一8

一59一



図 一9

図 一10
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図 一11
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図 一12
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図 一13

図 一14
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「全銀協 「金融EDI標 準」の制定 について」

山本 真樹

全国銀行協会連合会総務部次長

ただいま御紹介いただきました全銀協の山本でご

ざいます。私の方から、金融EDIに ついての全銀協

の対応について御報告 させていただきます。

私どもでは金融EDIと いう言葉 を使 っておりまし

て、請求支払EDIと 同義語だと思っております。商

取引の最終 プロセスは決済でありまして、それに至

るまでの商取引データと、銀行間で交換 されます決

済データ、振込 データになるわけですが、これの同

時処理 ということになるかと思います。

金融EDIと いう言葉がマスコミ等で取 り上げられ

て関心が高 まってきたのは一昨年ですが、その当時

はまだ産業界のニーズが具体的にどういったものか、
'つかみかねる状況にありまして具体的な対応 も検討

に入れないという状況で した。そこでCIIが主催する

請求支払EDI委 員会が設立 されまして、そこに参加

させていただき、産業界へのアンケート調査等を通

じて具体的なニーズがどういうものであるかというこ

とがかなり明確 になってきたということです。

請求支払EDI委 員会で明確にされたニーズはどう

いったものかと申 しますと(図 一2)、先ほど来の御

報告にもありましたように、銀行からFB(フ ァーム

バ ンキング)等 で受 け取 ります振込入金通知と、受

取企業が保有する売掛金データとのマッチングであ

る、売掛金の自動消 し込みがニーズとして明確にな

ったわけです。そういうことを受けて、私 ども全銀

協としても、そういった産業界の期待にお応えした

いということで具体的な検討 に入ったわけです。

検討に当たっては、次のような三つの前提条件の

下に検討に入 ることにいたしました。1点 目は、産業

界における当面の金融EDIニ ーズであるマッチング ・

キー方式 について検討を進めるということ。お客様

との取引形態 につきましてはFB取 引を前提 として、

既存の利用企業への影響を最小限に押 さえるという

こと。このため、現在FBの 取引で使用 しております

全銀協標準仕様通信 プロトコルで規 定 しております

全銀協標準 フォーマットにつ きましては、その変更

を最小限に抑えることにしまして、新規のフォーマ

ット作成 は行わないということを決めております。さ

らに、振込データを送信する全国ネットワークであ

ります全銀システム、こちらの方は平成7年 の11月 に

第4次 全銀システムということで稼動 したばかりとい

うこともありまして、そちらへの影響 も最小限に抑

えるということも一つの条件 として加 えております。

それでは、具体的にどういう仕組みかということ

を御説明 したいと思います。

受注企業と発注企業 との間で交換 される商取引デ

ータと、銀行間で交換 される振込データ、その両デ

ータを結びつけるためにマッチング ・キーというもの

を使 うということです。ここで使 用するマッチング ・

キーは、産業界のアンケー ト調査等 を参考にして20

桁のキャラクタということにしております。それで

は、図に沿ってこの流れを御説明 させていただきま

す。

まず、発注企業から発注情報を受注企業に送付 し

ます。受注企業では、発注企業に対 して確定 した請

求情報 を送 り返 します。発注企業では、その請求情

報をもとに取引銀行Aに 対 して振込依頼 を行います。

ここでいわゆるマ ッチング ・キーを設定するわけで

す。それと同時に、受注企業に送 る支払情報に同 じ

マッチング ・キーを設定 します。取引銀行Aで は、マ

ッチング ・キーを入れた振込情報 を全銀 システム経

由で振込先の銀行である取引銀行Bに 送信 します。

取引銀行Bで は、入金処理 を行った後、振込入金通

知をFBで 受注企業 に送信す る。為替通知 とともに

送 られたマッチング ・キーを付 して入金通知を送信

するという仕掛です。ここで、受注企業は支払情報

で送信 されたマッチング ・キーと、振込入金通知に

よるマッチング ・キーを照合 して該当の売掛債権を

特定 し、売掛金の自動消 し込みを行います。

この仕組みについて、全銀協で機関決定 をしたの

は今年の3月 ですが、個別銀行のシステム変更等の

必要がありますので、実施時期は8年 の12月16日 か

らということにしております。もちろん金融EDIサ ー

ビスを開始するかどうかについては、各行の業務判

断に基づくことになろうかと思いますけれども、全

銀 システムを利用するということですので、どこの銀
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行に対 してもEDI情 報つきの為替通知を発信できる

という仕組みが用意 されたということです。もちろ

んサービスを開始する銀行が多ければ多いほど、こ

のサービスの業界全体としてのレベルは向上するとい

うことであろうと思います。

それでは、システム面の詳 しい説明をさせていた

だきます(図 一3)。

この図は全銀協制定の総合振込依頼 フォーマット

(磁気テープ取扱基準)と いうものです。銀行 に振込

を依頼する場合の標準フォーマットです。EDI情 報

のセットの仕方ですが、まず、項番15番 に識別表示

というのがありますが、ここに 「Y」をセッ トしてい

ただくということです。Yを 表示 した場合には項番12

番、13番 、何 もない場合には顧客コードということ

で現在使用 している欄ですが、この内容がEDI情 報

になるということです。これが20桁 です。ここにマッ

チング ・キーであるEDI情 報をセットしていただくと

いうことになるわけです。

もちろんお客種の方は、このフォーマ ットに従っ

てデータを入力 しているわけではありませんで、銀行

が提供 しますFBの ソフトに従って端末を操作 して入

力することになるわけです。その画面イメージをご覧

いただきたいと思います(図 一4)。 ご覧のように、お

客様は振込に必要な他のデータを入力 した後、顧客

コードにかえてEDI情 報 を入力するかどうかという表

示が出て、「する」ということになりますと20桁 の入

力欄が出てきます。ここに20桁 のキャラクタでEDI

情報を入力 していただくということになります。入

力 した後、その内容の確認 をしていただくというこ

とになります。

FB端 末 によって入力 されたEDI情 報は、仕向銀行

から全銀 システムを通 じて為替通知の形で被仕向銀

行に送 られるわけです(図 一5)。 図が為替通知の電

文フォーマットでございます。受信銀行、発信銀行

がありまして、取扱 日、金額、口座番号、受取人 と

いうことになっておりますが、EDI情 報 は、為替通

知電文のうちの依頼人名欄、全部で48桁 の欄であり

ますが、このうちの頭にEDI情 報 をセットしていただ

くということです。このEDI情 報は頭 と後 ろにカン

マで区切 りをつけるというのがルールになっておりま

す。

これは一般的な為替通知ですが、大量データを一

度に送 るためのシステムであります磁気テープデータ

伝送を利用 した場合には、先ほどの磁気 テープのイ

メージと同 じですが、摘要欄に識別表示の 「Y」を

セットしていただきまして、この場合については項番

15、16番 、ここに20桁 のEDI情 報がセットされると

いう仕組みになっております。

今申しました為替通知でEDI情 報 を受け取った被

仕向銀行は、それをお客様に還元する必要があるわ

けですが、図がFBで 使用しております振込入金通知

のフォーマットです(図 一6)。 ここに項番12と い う

ことで、EDI情 報20桁 の欄が新設 されております。

ここに先ほどの為替通知で受け取 ったEDI情 報をセ

ットし、これをFBに よって受取側の企業に送信する

ということです。

以上、全銀協の金融EDI標 準の仕組みについて御

説明をいたしました。現在、平成8年12月16日 の実

施に向けてそれぞれの銀行で準備が進められていま

すが、銀行側の準備 としては、FBで 提供 しているFB

端末にEDI情 報入力のためのソフ ト変更が必要にな

ります。同時に、銀行の内部のシステムでは、EDI

情報 を為替通知にセットするためのシステム変更が

必要であるほか、入金通知にマッチング ・キー、EDI

情報 をセットするための変更も必要 となります。

先ほども申しましたように、このサービスにつきま

しては、実施するかどうかは個々の銀行の業務判断

によって決定することになっておりまして、この仕組

みの普及度合いは、各行の営業上の取 り組み等にも

依 ることになるわけですが、先ほど来お話がありま

したように、発注企業 と受注企業、産業界でのEDI

の整備、並びにマッチング ・キーをどのように利用

していくかについての調整如何に依るのではないかと

思われます。

以上、簡単ですが、全銀協の金融EDIへ の取 り組

みについて御説明 させていただきました。どうもあり

がとうございました。
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図 一1

全銀協 「金融EDl標 準」

の制 定 につ いて

平成8年7月17日

全国銀行協会連合会

図一2
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図一3

総合振込の磁気テープ取扱基準

項 番 項 目 名 桁 数 内 容
1 デー タ区分 N(1) ・レ コ ー ドの 種 類 を表 す 。 「2」:デ ー タ ・レ コ ー ド

2 被仕向銀行番号 N(4) ・統一金融機関番号

3 被仕向銀行名 C(15) ・左詰め残 りスペースとする。

4 被仕向支店番号 N(3) ・統一店番号

5 被仕向支店名 C(15) ・左詰め残 りスペースとす る。

6 手形交換所番号 N(4) ・統一手形交換所番号

7 預金種目 N(D 「1」:普通預金 「2」:当座預金 「4」:貯 蓄預金 「9」:そ の他

8 口座番号 N(7) ・右詰め残り前 「0」とする。

9 受取人名 C(30) ・左詰め残 りスペース とす る。
10 振込金額 N(10) ・右詰め残 り前 「0」とす る。
11 新 規 コー ド N(1) 「1」:第1回 振込分 「2」:変 更分(被 仕向銀行 ・支店、預金

種 目 ・口座番号)「0」:そ の他

12顧 客 コ[ド 寸il;lNi』i(:{0)i

13顧 客 ゴ]ド2・ 「"i』N'1(10)、

・依頼人が定めた受取人識別のための顧客コー ドを表す。

2

び

3

1

よ

ー

お

・項番15の 識 別表示欄 にY」 表示 を付 した場合には、本欄

の内容は 「依頼人か ら受取人に対 して通知するEDl情

報 」 を表す。
・左 め残 りスペースと る

14 振込指定区分 N(1) 「7」:テ レ振 込 、 「8」:文 書 振 込

15 識別表示 C(1) ・ 「Y」またはスペース とする。
・本欄に 「Y」表示を付 した場合は、項番12・13の 項 目内容 は
rEDl情 報 」とす る。

16 ダ ミー C(7) ・ス ペ ー ス と す る 。

図 一4

顧 客FB画 面 の イメー ジ

(1)EDl情 報 の選 択 (2)デ ー タ入 力 (3)情報種別と内容の確認

睡]1・ ・…

軽 ≡ ヨ ロ

1顧客・一ド11[==]{・ ● 叫 一

一ー ー-

.一

訂 図
一一

EDl情 報ですね?

巨]軽 目

内容の確認をどうぞ

璽… ・砿灘

区 コ 匡]

顧 客コー ドに代 え

EDI情 報 を入力 囲
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図 一一5

為替通知へのEDl情 報の設定方法

1.テ レ為替電文にEDl情 報を設定する場合 2.MTデ ー タ伝送

宛先符号 ・通過番号

受信銀 行 ・店

ショウワ ホンテン

自由欄

発信 銀行 ・店

ヘイセイ マルノ白チ

自由欄

取 扱 日 種 目

07-12-14ブ リコ ミ

金 額

¥10,000,000.

番号

ト1234567

受取人

力)フ ジ サンギ ヨウ

依 頼 人

ヂ告"盗'梧

備考

踵励 糊-__～.一 　、W・一】Q鶏チ ウコ'ク コウキ'ヨ ウ(カ

備考

発信番 号

12345.

照会番号 自由欄

∪

/カ ンマ(
,,)の 、

間 にEDI情 報

20桁 を記 入す るs
ノ

'項15 ・

図一6

振込入金通知の磁気テープ取扱基準

項 番 項 目 名 桁 数 内 容
1 デ ー タ区分 N(1) ・レ コ ー ドの 種 類 を 表 す 。 「2」ニデ ー タ レ コ ー ド

2 照会番号 N(6) ・銀行が採番 した照会用番号 … 右詰め残 り前 「0」で表す。

3 勘定日 N(6) ・勘定日を表す(和 暦) 。YY(年)MM(月)DD(日)

4 起算日 N(6) ・入金の起算 日を表す(和 暦)
。YY(年)MM(月)DD(日)

5 金額 N(10) ・右詰め残 り前 「0」で表す。

6 うち他店券金額 N(10) ・銀行が採番 した照会用番号 … 右詰め残 り前 「0」で表す
。

7 振込依頼人コー ド N(10) ・仕向銀行か らの為替通知に記載 された振込依頼人の識別

コー ドとす る。 … 右詰め残 り前 「0」で表す。

8 振込依頼人名 C(48) ・左詰め残 りスペースとする。

9 仕向銀行名 C(15) ・左詰め残 りスペースとする。

10 仕向店名 C(15) ・左詰め残 りスペースとする。

11 取消区分 ・振込入金通知 を取消す場合に使用する。 「1」:取消
'

・._-・ ・

謬.櫛～

¶ 醐"一"『'.霞
N(1)

一「

C(52)

一 ・ ・仕向銀行か らの為替通知に記載されたEDl情 報 とす る。一 躍　
左詰め残 りスペースとする。嚢.

13ダ ミー スペースとす る.
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EDIに 関する標準契約 について





「EDIに 関する標準契約 について」

野村 豊弘

EDI法 的問題調査研究委員会委員 ・同作業部会主査

学習院大学 法学部教授

学習院大学の野村でございます。「EDIに関する標

準契約について」ということでお話 させていただき

ます。基本的には 「EDI法的問題調査研究報告書－

EDIに 関する標準契約の検討一」平成8年3月 という

報告書に沿って、お話 したいと思います。

EDIの 法的問題調査研究委員会 というのは、昭和

63年 までさかのぼ りますが、研究対象である電子取

引の名称についてはいろいろ変わってきました。当

初は電子取引 という言葉が使われたりしておりまし

たが、取引の電子化を中心に、現在でいうところの

EDIの 持っている法的な問題についてずっと研究 し

てきたわけです。各年度においてそれぞれ報告書を

発表 しておりますが、平成8年3月 に発表 されました

標準契約についての報告書、ある意味では調査研究

.の一つの区切 りということで、EDIに 関する標準契

約について1年 間の検討 を行い、「データ交換協定書

(参考試案)」 という形でまとめて、その各条文につ

いて解説をつけております。

以上がこれまでの委員会における審議経過ですが、

データ交換協定書 を作成する経緯についてごく簡単

にお話 ししたいと思います。これ も概要につ きまし

ては1ページ以下 、「EDIに関する標準契約」 という

ところに書かれております。従来、各業界において、

オンラインの受 ・発注 システムに関する業界 として

の標準契約書 というものがつくられていました。こ

ういうものを参考にして、この調査研究では、いろ

いろな業界 にかかわらず汎用的なものを考えるという

ことが出発点であります。(社)日 本電子機械工業会

とか、石油化学工業協会とか、いろいろなところか

ら標準契約書 というものが出ているわけですが、そ

れは、それぞれの業界における取引の特性みたいな

ものを考えてつ くられており、もっと汎用的なもの

として考えるということで出発 したわけです。

ところが、汎用的なものを考 えるということにな

りますと、次のような問題がでてきます。すなわち、

EDIと いうのはもともとコンピュータで売買契約な

り、契約をするということだけを考 えているわけでは

ありませんで、もっと広い概念 として使われている

わけです。電子データ交換 という、要するにコンピ

ュータを用いてデータを交換するということであれば

すべてEDIに 入ってくるということで、例えば輸出入

の際の通関手続であるとか、将来的には税金の申告

を電子データでやるというときもまさにEDIと いうこ

とになるわけで、必ずしも契約の世界に限られない

わけです。

そういう意味で、電子データ交換協定を考える場

合にも、EDIの 純粋の形態 を考 えなければならない

ということになってきます。それをずっと突 き進めて

いきますと、どちらかというと、データを送 る場合の

技術的な取 り決めに終わってしまうのではないかとい

うことで、データ交換協定を考えることが法的にあ

まり意味がないのではないかという疑問がでてきま

す。それは純粋形態としてデータ交換協定を検討す

ることは十分考えられることではあります。

そこで、一応 この報告書では受 ・発注契約という

契約類型について汎用的なものをね らっています。

すなわち、受 ・発注という場面にある程度限定 して

いるということが第一の点です。

第二の点は、システムとして一応、受 ・発注 を考

えているのですが、そうしますと、一方に発注者が

いて、他方に受注者がいるということになります。発

注者から受注者へ発注のデータが流れ る。そ して、

受注者から発注者へ受注のデータが流れるという場

合を想定 しておりまして、それぞれがコンピュータシ

ステムを持っていて、そこにファイルを置いて発注

データが書き込まれ、それを受注者が読むというこ

とを想定 しております。ですから、手紙で発注 して、

その発注に対 して、受注者が受注 したということを

手紙で出すという場合に文書でやりとりする部分が

コンピュータに置 きかえられているというイメージで

考えております。ですから、例えば中間にVAN業 者

が介在するという場合 も、現実のシステムとしては

十分考えられますが、そういうものについては、二

当事者間の純粋な形を考えておけば、その応用問題

として十分対応できるだろうという考 え方に立 って

います。

そして、最終的にでき上がったものは、「データ交
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換協定書(参 考試案)」 という形になっています。こ

の言葉の意味するところは、データ交換標準契約あ

るいはモデル契約書 を目指 しているわけですけれど

も、標準あるいはモデルとい うにはやや検討が足 り

ないといいますか、あるいは実態的な実務の把握と

か、その他の考慮が必ず しも完全ではないというこ

ともありまして、やや消極的なのですが、参考試案

という形でお示 ししているということです。

前置きのもう一つとして、商品の受 ・発注という

ものを念頭に置いているわけですが、こういう取引

の中で協定書がどういうふうに位置づけられているか

ということをお話 ししておきたいと思います。

取引の世界というのは、まずは受注者 になる者 と

発注者になる者、通常は企業間ですけれども、そう.

いう二つの企業の間で基本的な取引をしましょうと

いう合意があるということが前提です。もちろん、そ

の合意の中にはいろいろなタイプの合意があり得ると

思います。例えば、これから、こういう商品につい

て取引をしましょうと合意 し、取引に関する細かな

取決めをすることが考 えられます。例 えば、取引に

ついての代金の支払い方について、どこかの時点で

商品のデータを確定 して、それから何 日後あるいは

何 ヵ月後にこういう形でお金 を払 うというような条

項が考えられます。このような取引についての契約

を基本契約 と呼んでいます。場合によっては、その

基本契約の中で受 ・発注の部分 を電子データ交換で

しましょうという趣旨の合意 もすることになります。

ただ、電子的なデータ交換をどこまでやるかとい

うのは企業によってまちまちです。単純 に受 ・発注

のデータ交換だけを電子的に行うというのもあるでし

ょうし、こういう商品がありますよというような商品

情報 を電子データとして流すという場合 もあるでし

ょうし、受 ・発注からスター トして最終的な請求支

払 までも電子データで行 う、あるいは請求支払の先

に銀行とリンクしていて、決済 までも自動的につな

がっていくという取引のやり方 もイメージできます。

私 どもの考えた協定書では、どこまで電子的にデー

タ交換するかということは一応オープンになっており

まして、あらゆるデータを電子的に行 う場合につい

てデータ交換協定書が利用できるという形になって

おります。

その中心は、検討のスター トから受 ・発注 システ

ムを考 えておりますので、発注データと受注データ

というものを念頭に置いておりますが、個々の条文

で、これは発注データについての条項である、これ

は受注データについての条項であるということではあ

りませんで、1個 、1個 のデータの個性を捨象 して、

単に電子的に交換 されるデータとしてとらえて、そ

れについてどのように当事者間で合意をするかという

問題 として考 えています。

このような基本的な取引契約があることを前提 と

しています。これは文書でなされるのが通常でしょ

うが、古 くからずっと取引をしているというような場

合には、何となく合意ができ上がっていて、特に文

書 を交換 していないという場合 も多いかと思います。

かりに、文書にしてあっても、口頭の合意に過ぎな

いものであっても法律の世界では全 く同じ効力を持

っているわけですから、契約 としての拘束力を持つ

ものとして基本契約があって、その基本契約のもと

で個々の商品の受 ・発注に関する一定のデータにつ

いて電子的にデータ交換 を行 う場合において、その

データ交換を電子的に行 う部分の合意をデータ交換

協定書 と呼んでいるのです。

さらに、データ交換協定書に書かれていることは、

データ交換に関する基本的な取 り決めの部分に限 ら

れておりまして、それからさらに細かなレベル、技術

的なレベルの合意については、データ交換協定書よ

り下位のレベルの合意によることを想定 しています。

例えば、発注データを流すといっても、何時から何

時まで機械が稼働 しているのか、発注データは何時

から何時 までの間に送 らなければいけないのかなど、

いろいろなことが問題 となります。あるいは、受注

者が常に発注データを読みに行 くシステムのときに

は、受注者 としては、毎 日何時から何時 までの間に

データを読みに行かなければいけないのかなどが問題

となります。そこで、このような細かな技術的な取

り決め(例 えば、万一システムが動かないときには

代替措置 としてどういうことをするかとか、どうい

う通知をするかなど)に ついては、運用規約あるい

は運用マニュアルと呼ばれる合意に委ねるということ

にしております。

従いまして、基本契約というものがまず基礎にあ

って、その上にデータ交換協定 というものが乗って

いる。そのデータ交換に関する細かなものについて

は運用マニュアルによっているということになります。

このように、一応三つのレベルの合意が当事者間で

なされていると考えているのであります。ただし、三

つのレベルの契約の中で、何が基本契約に入れられ、

何がデータ交換協定に入れられ、何が運用マニュア

ルに入れられるのかということが明 らかにされなけれ

ばなりません。 しかし、ある程度のところは振 り分

けられますけれども、必ずしも一本の線できちんと

一70一



引かれるというものではなくて、場合によっては、グ

レーゾーンとしてどちらに書いてもいいような場合 も

あるだろうとは考 えております。

基本的には、基本契約 と呼ばれるものについては、

データ交換 ということではなくて取引そのものについ

ての合意、すなわち、先ほど言 ったように、支払い

はいつするとか、請求はいつするとか、どういう商品

について取引するというような条項は基本契約の中

で決められると考 えております。そして、そういう基

本契約の中でどういうデータを電子的に交換するか、

そして、電子的にデータ交換する場合の取 り決め、

例 えばデータが読み取れないような形で着 いたときに

どういうふうに処理するかとかいうようなデータ交換

に特有の取 り決めがデータ交換協定で、その細部に

わたるかなり技術的なものについては運用マニュアル

によるということになります。

特に運用マニュアルとデータ交換協定との区別は、

基本契約とデータ交換協定 との区別よりもさらにあ

いまいな部分がありまして、どちらに書 くべきかとい

うことは必ず しもはっきりしない部分もあるのです。

ただ、最初に申し上げましたように、三つとも当事

者間の合意として作 られておりますので、そこに含

まれる個々の条項については、当事者が合意 しない

限 りは決められないし、あるいはその内容を変更で

きないというものですから、これらの合意のどちらに

入れられたからといって理論上、契約の拘束力につ

いて余 り違いはないというようには言 えるわけです

が、事実上の重みの違いのあることは否定できませ

ん。すなわち、会社の内部 において、対外的に契

約 ・合意をするときに社内においてどこまで上に上

げていくかという問題の違いから事実上の違いは出

てくるかもしれません。例 えば、運用マニュアルなら

双方の技術担当者の間で直接やればいいということ

になるでしょうし、基本契約だったらそれぞれ一番

トップまで上げるというように、会社の中のシステ

ムの違いによって、3つの合意のうちどちらに置いた

方が、将来その内容を変 えたいと思ったときにやり

やすいかという違いはあるかもしれないと思います。

以上がデータ交換協定書の位置づけです。こうい

う位置づけは、国際的な動向に照らしても大体共通

するところでありまして、この報告書にも海外にお

けるEDI標 準契約書の例として、WP.4の 「電子デー

タ交換に関する交換契約の取引使用」という翻訳が

載っております。ヨーロッパのEDIに 関する標準契

約書の例です。それからUNCITRALのModelLaw

onLegalAspectsofElectronicDataInterchange

andRelatedMeansofCommunication(こ れはドラ

フトですが)に おいても大体同 じような位置づけを

行 っております。すなわち、データ交換 に限って、そ

れに関する合意 をモデル ・ローなり標準契約書にす

るという立場をとっております。

そういう意味では、.私 どもの報告書の立場は、国

際的な動向とかなり合致 しているのですが、その中

で日本的な特色として挙げられるのは、次の点です。

UNCITRALあ るいはWP.4に おいては、交換 され

ている電子データが、例えば証拠 としての価値 を持

っているか、あるいは電子データ交換が、磁気媒体

によって保存 されているときに、これを書面 と呼ぶ

ことができるのかどうかどうかが論 じられています。

また、文書の契約でサインをするとい うときに、署

名にかわるものとして電子データの場合にはどうすれ

ばいいのかという問題が議論 されています。なお、最

近の問題については、デジタル ・シグネチャ、電子

署名 という言葉が最近では使われております。

ところが、我々の作成 している参考試案としての

協定書の中には、こういう点に関する規定は置かれ

ていません。なぜ置いていないかといいますと、契約

法の実務が日本では、諸外国 と異 っていて、このよ

うな問題はあまり大 きな問題 とされてないからです。

例 えば、証拠の問題 についていいますと、国によっ

て証拠に関するルールというのはかなり違います。フ

ランスの民法では、一定の金額以上の契約について

は書面でなければ証拠として提出できないという規

定 を置いています。 したがって、口約束で契約をし

ても、その人間の証言によって契約の存在を証明す

るということができなくて、原則 として文書によっ

て契約の存在 を証明 しなければいけないということに

なります。こういうところですと、例えば電子的な

オンライン受 ・発注システムによる取引を行ってい

て、将来、紛争が起 こったときに、当事者間におい

てこういう内容の契約があったということを証明 しよ

うとしたときに、電子データで証明することが文書

による証明と言えるのかという問題が出て くるので

す。

ところが、日本ではそういう規定は存在 しません。

どういうものが証拠 としての資格があるのか、さら

に、ある証拠について、それが証拠 としての価値を

持っているかどうかということは、基本的に裁判官

の判断に任 されているのであります。裁判官の自由

裁量によるのです。ですから、電子データが改憲 さ

れやすいと考えても、ほかの状況との関連で、裁判

官がこの電子データは信頼できると判断 して証拠 と
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して採用することもあれば、逆に電子データは信頼

できないとして、証拠 として採用しないとい うこと

もあり得るわけです。 したがって、電子データが証

拠としての価値 を持っているかどうかという裁判官

の判断によって決 まってくる問題でありまして、 し

たがって、あえて電子データの証拠価値のようなこ

とについて当事者間で合意 しておく必要 はないとい

うことです。仮に、法的なルールがあるとしても、当

事者間で合意するということが適当なのか、あるい

は立法によって解決すべき問題なのか、その辺は意

見の分かれるところであるかもしれません。

第2番 目の書面性の問題、すなわち電子データの

文書性の問題については、民事訴訟法の方で、こう

いう証拠 について文書提出命令のようなものが申し

立てられるかどうかといったような問題があります

(最近の民事訴訟法改正 によって、証拠 としての提

出命令については、明確になっている)。また、そも

そも書面 によってでなければ契約が成立 しないという

ことは、実は日本ではほとんどないと言 っていいと

思います(建 設業法のような若干の例外はないわけ

ではないのですが)。 したがって、契約の成立 に関し

ては、必ずしも電子データが契約成立の要件である

文書としての価値 を持 っているかどうかということに

ついて、日本法では余 り考 える必要がないだろうと

いうのが2番 目の点です。

3番 目の署名について も、署名を要求 している場

合がないわけではないのですが、電子データの場合

に署名をどう考 えるかという点についても、日本で

は余 り問題にならないといってよいと思われます。先

ほどの証拠の問題と関連 しているわけです。例えば

フランスで、これは現在生 きている規定ではないの

ですが、消費者相手の契約書で、すべてのページに

署名のないものについては一切拘束力を否定すると

いう趣旨の規定 をつ くったことがあります。何枚に

もわたっている場合については、全部の紙について

署名しなければいけないということになって、それは

非常に大 きな問題だったわけですが、こういう規定

があれば別ですけれども、そういうことは日本ではな

いのですから、これも余 り問題にならないだろうとい

うことで、これに関する規定 も外 しております。

今まで説明 したことは調査報告書2ペ ージのデータ

交換協定書作成の基本方針 というところに書かれて

おります。

次に、協定書の具体的な中身について若干お話 し

したいと思います。全部の条項 について説明するだ

けの時間はありませんので、重要な点について幾つ

か説明 したいと思います。一応データ交換協定書 と

いうものがあって、全部で13条 からなっているので

すが、この13条 のそれぞれについて簡単な解説が9ペ

ージ以下に書かれておりますので、それを読んでい

ただければ大体わかるようになっております。

そもそもEDIと いう言葉は 「電子データ交換」と

いう言葉に通常訳 されているのですが、ここでは単

にデータ交換という言葉にしておりまして、あえて

「電子」という言葉はつけておりません。ただ、前文

だけ 「電子的なデータ交換」 という言葉を入れてお

ります。前文はどういう目的で電子データ交換協定

書がつくられているかということを示すということで

つ くられておりまして、「甲を発注者、乙を受注者と

する甲乙間における別紙記載の商品に関する継続的

取引に基づく個別の契約を電子的なデータ交換によ

り成立 させることに関して次のとおり、協定を締結

する」と規定 しています。まず、継続的な取引にお

いて、一定の商品についてその受 ・発注をデータ交

換で行 うということですけれども、その受 ・発注の

位置づけを、初めに基本的な契約があって、その継

続的な取引契約に従って、1回 ごとの受 ・発注が行

われ、それによって個別的な売買契約が成立すると

いうことを前提にしてつくられています。 ・

継続的な取引契約というのが基本契約の中にあっ

て、その継続的な取引契約 に従って、1回 ごとの受 ・

発注が行われるのですが、個々の受 ・発注によって

1個ずつ売買契約が成立 していくという考 え方に立

っています。例えば、1ヵ 月に10回 発注があれば、10

個の個別的な契約が成立 しているというとらえ方に

なっているということです。これは継続的取引契約

と、それに基づく個別的な取引をどのようにとらえ

るかということですが、こういうとらえ方が法律の世

界でも大体一般的ではないかということでこういう規

定の仕方にしているのですが、業界によっては、個

別的な1回1回 の受 ・発注は契約とは考えていない

で、基本的な継続契約と1回1回 の受 ・発注の間にも

う一つ個別的な売買契約 というのがあって、ある程

度の合意がなれされて、それに従って1回 ごとの受 ・

発注がなされているのであって、1回 ごとの受 ・発注

はむしろ出荷指図のようなものだというとらえ方 をし

ているところもあります。そういうところではこうい

うスタイルの契約ではうまく適合 しないということか

と思いますが、その場合には業界の特性に応 じた修

正が必要になるだろうということです。
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第1条 は、個別的な契約 をデータ交換によって成

立 させることに合意するということで、これは前文

があれば要らないようなものですが、当事者が合意

しているということを明確に示すという趣旨でこの条

文が置かれています。

第2条 は、運用マニュアルに関することで、データ

交換に関する細かなことは運用マニュアルによるとい

うことで、その趣 旨を定めた規定です。運用マニュ

アルでどういうことを決めるのかという例 として、10

ページから黒マルで列挙 しています。これらの点 に

ついてどのように規定するかというのは当事者間の合

意によるのですが、基本的に当事者間の公平 という

ことを考 えて定めるべ きものであります。具体的な

例としては参考例の中に挙がっておりますので、大

体のイメージをとらえていただければよろしいと思い

ます。特に、2項 及び3項 では運用マニュアルも当事

者間の合意によってつくられるものだという趣 旨をは

っきりさせたものでありまして、同一の効力 を有す

るということと、変更の場合には当事者間の合意が

必要だということをはっきり2項、3項 で定めている

ということです。

では、電子署名 とか暗号化 といったようなものが考

えられます。いずれにしろ、こういう手順 というの

は、そのデータ交換の持っている意味ないし価値 と

密接に リンクしております。例えば取引価値が10万

円とかせいぜい数万円というときに暗号化をするべ

きかというとそう簡単にはいえないと思います。暗

号化もコス トがかかるわけですから、データ交換の

持 っている価値 と、それにかけるべき安全コス トの

バ ランスは当然考 えなければいけないということで

す。ですから、とるべき安全策は個別の取引によっ

て変わってくることになります。そこで、安全対策

の具体的な中身については運用マニュアルによって

定めるということにしております。

第4条 は、データの伝達がどのように行われるかと

いうことで、ここでは一応相手方のメールボックス

に書き込むとい うことを想定しております。先ほど

言いましたように、ここで述べているデータというの

はニュー トラルな意味ですから、発注データの場合

もあれば受注データの場合もあるわけですが、とに

かくお互いに相手方のメールボックスに書 き込むとい

うことを想定 しているということです。

第3条 は、データ交換の安全及び信頼確保のため

の手順 ということに関 して規定 しています。平たく

申 しますと、あるデータの授受がなされるときに、本

来、そのデータを発信できる人 間が発信 して、その

発信 した内容がそのまま変わることなく受信者に伝

わるということが必要なのですが、それをどのように

確保するかというための手順 を、具体的に運用マニ

ュアルに定めるということを規定 しています。その運

用マニュアルに定める手順が、どういうことのため

に必要なのかということを書 いたのが第3条 です。例

えばパスワードを使 うとか、いろいろな方法がありま

すが、その内容は具体的には運用マニュアルの中で

決まってくるのですが、何のためにそういう合意 を

しているのかということ、すなわち合意の目的を第3

条が示 しているということです。

(1)から(5)までありますが、(1)か ら(4)までが中心

的な内容です。発信者の同一性 に確認、発信者の作

成権限の確認、データの入力誤 りの確認、伝送途上

におけるデータ変質の確認手順 といったようなもので

す。要するに無権限者とか単純 な入力 ミスとか、そ

ういうものを防 ぐような手順を定めておきなさいとい

う趣旨です。具体的には、先 ほどパスワードという

ことを申し上げましたけれども、最近の議論の傾向

第5条 は、読み出 し不能データの取 り扱いというこ

とで、データを受信 したときに、中身がよく読めな

いというときには、読めないデータが来たということ

を発信者に通知するということを義務づけるという

趣旨の規定です。アンダーラインをしてあるところ

は、通知の方法で、例 えば電話によってするとか、

ファックスによってするとか、当事者間で適切な方

法を書 き込むという趣 旨で空欄になっております。

いずれにしろ、これはだれから来 たデータかはわか

るが、その中身が読めないという場合を考えている

ということです。だれから来たのかもわからないよう

なときに、多くの取引相手の中から間違 いなく発信

した人間を探 し出して、その人間にあなたのデータ

は読めませんという通知 をするというところまで考 え

ているわけではないということです。

第6条 は受信確認という制度に関する条項であり

ます。受信確認 を要求するかどうかは任意的であっ

て、義務的なありません。ただ、自分のデータが相

手に着いたかどうかということを確認するという方法

をシステム的に考えておくことが望ましいということ

で規定を置いています。もっとも、どういう方法に

よるかということは空欄にしてありますので、電話
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によるとかいろいろな方法をとることが可能 となって

います。ただ、重要なことは、受信確認 という制度

を置いておきますと、受信確認を受領すると伝達は

完了 したものみなし、受領がない場合には伝達はな

かったものとみなすという効果が、受信確認に与え

られているということです。

この条項 とも密接に関連するのですが、第7条 は、

データの交換に際 して、最終的に当事者間の合意に

定 められたルールで行ったときに、「第3条 の各号 に

定める安全確保のための手順に従って作成 ・伝送 さ

れた場合には」と書いてありますように、それぞれ確

認 された事項につき、受信データの内容が確定する

ことに合意するということを定めています。

これはどういう意味なのかということですが、この

参考試案では、特に 「確定する」という言葉の意味

については明確に定めておりません。19ペ ージから

の解説に書かれておりますが、例 えばある商品につ

いて発注データが100個 だというときに、100個 のデ

ータが流れたという事実が確認 されるということで、

実は100個 でなくて10個 だったとか、あるいは自分は

そのようなデータを送信 していないとかいうような紛

争は確認 されたデータの内容を出発点にして始 まる

という意味だと理解 していただければいいと思いま

す。あるいはそのデータは争 えないという決め方 も十

分可能なわけですが、そのときには、そういう趣旨

のことをはっきり書 くべきであるということでありま

して、その辺は参考試案 を利用する人間に委ねられ

ているということです。

第8条 は個別契約の成立という条項ですが、デー

タ交換にはいろいろなものがあるということで、ニュ

ー トラルな意味で電子的なデータ交換を行 う場合に

ついての協定のモデルを作成するというのが本来の理

想だということで検討 してきたということを申 し上げ

ましたが、そういう点からしますと、受注データと発

注データによって契約が成立するという8条の規定は

異質なものであって、本来は、モデルの中に入れな

くてもいいものであると考 えられます。なぜならば、

この条項は、データ交換 そのものではなく、それに

基づく当事者間の取引契約に関するものであるから

です。入れなくてもいいというのは参考試案 として

は入れなくてもいいということにとどまり、当事者

間の合意では書いておいた方がいいことは言 うまでも

ありません。データの内容 を捨象 して、その交換に

ついてのみ合意 をするという立場からすれば、参考

試案としてはこの契約の成立時期に関する条項は削

っておいた方がいいとい う考え方になりますが、入

れることにしました。結局、参考試案ではデータ交

換のところを少 し踏み出しているということになりま

す。

内容については、「受注データが伝達 されたときに

成立するものとする」 ということです。これも解説

に書いておきましたけれども、その内容は、民法の

ルールとはやや違っております。民法のルールです

と、受注データ(申 込に対応する承諾にあたると考

えられる)が 発信 されたときに、その時点において

契約が成立 しますけれども(526条)、 その時点では

なくて、伝達 された時に成立するということで成立

の時期を少 し遅 らせています。コンピュータでデー

タの送信が行われるのですから、余 りタイムラグを

考える必要 はないと思われます。実質的には民法の

規定 とそれほど変わらないと思 っております。

なぜ民法のルールを変えたかというのは、民法で

は発信 した時点ですが、別の規定 との関連で受注デ

ータが相手 に着 くということも必要だと考 えられま

す。そうすると、発信 した時点で契約が成立 しなが

ら、相手にデータが着かなかったらどうなるのかとい

う問題が生 じます。たとえば、郵便のことを考 えて

いただくとわかるのですが、かなり難 しい議論 を呼

んでおります。 しか し、相手に着いた時点で契約が

成立するというルールにしておけば、実質的なタイ

ムラグの差はほとんどない。しかし、相手に着かな

かったときにどうするかという難 しい問題を避けるこ

とができるということでこのような規定にしていると

いうことです。

先ほどちょっと触れましたけれども、これは発注

データだけでなく受注データが送 られるということを

前提にしているのです。ですから、発注データだけ

が送信され、受注データは送信 されないというシス

テムも現実にはありますが、そのような場合には契

約の成立をどう考 えるのかという問題 が当然出てく

ることになります。そもそも発注データだけで契約

が成立するというシステムがいいのかどうかというこ

とについても、議論の余地がないわけではないので

すが、商品の特性 とかによって、場合によっては必

ずしも否定 されるものではないと考えています。その

ような場合には、発注データの受領によって契約が

成立するというように合意せざるを得ないと思います

けれども、いずれにしろ、その場合には8条の規定 と

は違った内容の規定を置かなければならないだろうと

思 っております。
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次の第9条 ですが、データの保存及び交付について

の規定です。これは契約当事者間の取 り決めです。

データをどのように保存するか、また、相手から要

求 されたときにデータの記録を交付するということに

ついての合意であって、従来から議論 されておりま

すデータを電子データとして保存 していいのか、そ

れともその内容 を紙に一度印刷 して文書として保存

しなければいけないのかという問題とはちょっと別な

問題です。念のために申し上げておきます。

10条 は費用負担で、これも別に定めるということ

で、具体的な内容は参考試案の中には書かないとい

うことにしております。 もちろんデータ交換協定の

中に明文の合意を置いてもよろしいのですが、その

ときには原則 だけを規定するにとどめ、細かな内容

は別途合意するということを想定 しております。た

だ、費用負担の内容 についても当事者間の公平が考

えられなければいけないということだけです。

11条 はシステムの管理についての規定ですが、こ

れは特にコメントを申し上げる必要はないと思いま

す。

12条 は基本契約との関係です。運用マニュアルと

データ交換協定書とはすべて当事者間の合意 として

全 く同 じ効力だと申し上げましたけれども、その間

に矛盾があると困ることにな ります。データ交換に

関する部分 については、データ交換協定と基本契約

と矛盾 しているときには、データ交換協定の方の規

定が優先するということにしてあります。これはこの

方が実際的であろうということですが、こういうよ

うに決めておくこと、すなわち判断のルールがはっき

りしているということが重要だということで、特に合

意の内容についてどうこうということはないと思いま

す。

13条 は有効期間についての規定です。参考試案で

は、具体的に期間を入れられるようになっておりま

して、3年 でも5年でも自由に定められるようになっ

ています。ただ、特に当事者間で明確にやめようと

いう意思がない限 りは自動的に更新 されるというこ

とを前提に してこの規定 が書かれています。もちろ

ん3ヵ月前までに契約 をやめようということは言 える

ようになっております。

かなりかけ足になりましたが、以上が協定書の1条

ごとのごく簡単なコメントです。

最後に二、三まとめ的なことをお話 しさせていた

だきたいと思います。最初 に申 し上げましたように、

協定書(参 考試案)の 使い方で、汎用性を考 えてい

ますが、一応受 ・発注という限定はしてお ります。

したがって特定の業界を対象 として考 えていないと

いうことです。ですから、複数の企業が集まってこ

れをもとにしてシステムをつくって、その中で受 ・発

注をEDIで しようという場合には、これを前提にし

て自分たちのシステムにとって適切なデータ交換協

定書をつくっていただければいいのです。

割賦販売法 という法律があり、これに基づいてク

レジットカードについての標準規約が業界団体によ

ってつくられていますが、ここでの参考試案はこう

いうものとはちょっと違 うということです。クレジッ

トカー ドというかなり限定 された世界での標準契約

ということでかなり細かく書かれております。各クレ

ジット会社がそれに基づいて契約をつくるというとき

でも、標準契約からそれほど大 きく離れることはな

いといってよいでしょう。クレジットカー ドについて

は会社によってかなり違っていることもありますが、

運送契約のように、各会社によって大 きな差異はな

く、ほとんど同 じようにできている場合 もあります。

ところが、この協定書(参 考試案)は それよりも

もう少 し漠然とした規約になっているので、具体的

にそれを使うというときには、契約の実質に従って

各条項をかなり具体化 しないと実用性は出てこない

と考えられます。その一つは、例 えば言葉の意味で

す。この中ではいろいろなことばが用いられています

が、それらについて必ずしも明確に定義 しておりま

せん。たとえば、第7条 でデータ内容の確定という漠

然としたことばが用いられておりますけれども、確定

の意味については当事者間に委ねています。そこで、

このような合意をするときには、自分たちは確定と

いう言葉 をこういう意味で使っていますよということ

を契約書の中で定義規定 として置 くというのも一つ

の方法だと思います。あるいは文章化 してまう、も

っと明確化 してしまうという方法が考 えられます。例

えば、7条 そのものを書 きかえて明確化 してしまうと

いう方法もあると思います。

それから、3条についても、発信者の同一性の確認

とか、発信者の作成権限の確認 といったように、こ

こではわかりやすい形の表現にしておりますけれど

も、趣旨の説明のところに英語が入っております。

アイデンティフィケーションとかオーソライ七一ショ

ー75一



ン、それからオーセンティケーションとか、いろいろ

な言葉がこの世界では使われているわけですが、そ

の言葉はいろいろなところでまちまちに使われていま

すので、もしそういう言葉 を使 うときには、この契

約書では、この言葉についてはこういう定義で使っ

ているという規定を置 く必要があるということです。

つまり、具体的な利用 に当たっては定義規定という

ものを置いて、データ交換協定書の中で使われる言

葉について、この言葉 はこういう意味ですというこ

とを明確にしておく。そうしないと、後で当事者間

の紛争を生ずるおそれがあるということです。

第2番 目の点は、業界の特性、あるいはEDI利 用

取引の特性 というもの、先ほど受 ・発注 と言いまし

たけれども、受 ・発注といってもいろいろなものの

受 ・発注があります。日用品のように1個1個 の単価

は非常に低いが、発注がしょっちゅうあるというも

のもあれば、1個1個 の単価が大 きくて、そんなに頻

繁に受 ・発注が行われないようなものもあります。そ

ういうような業界の特性あるいはEDIを 利用 した取

引の特性 を反映 させた形で契約をつくるということ

だと思います。そうすると、どういうことが考 えられ

るかといいますと、CIIで は一応 こういう形でデータ

交換協定書(参 考試案)を つくったわけですが、こ

れを前提にして、むしろ各業界がその業界における

特性とか取引の特性 を反映 したような形で標準契約

をつくるということを考 えられた方 がいいのではない

か。そういう標準契約に基づいて、それぞれの企業

が具体的にシステムをつくるという方向に行 くのでは

ないか。業界団体が標準契約をつくるということに、

我々が考えた協定書あるいは参考試案というものが

役に立てば、我々としても議論 した意味があると思

うわけでございます。

以上で私の話を終わりたいと思います。基本的な

立場をお話 しするということにとどまりましたけれど

も、あとは報告書 を読んでいただいて、疑問があり

ましたら、推進センターの方にお問い合わせいただ

ければ十分対応 したいと思っております。
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データ交換協定書(参 考試案)

以下に、作業部会を中心に作成 した 「データ交換協定書(参 考試案)」 を示す。

データ交換協定書(参 考試案) ver,1.0

(以下 「甲」 という)と(以 下 「乙」 とい う)と は、

甲を発 注者 、 乙を受 注者 とする甲乙間における別紙記載 の商 品に関する継続 的取 引

(以下 「本件 取 引」 とい う)に 基 づ く個別 の契約(以 下 「個別 契約 」 とい う)を 電 子

的なデータ交換 によ り成立 させ ることに関 して次の とお り協定を締結する。

第1条 データ交換の実施

甲および乙は、本件取引に関する個別契約をデータ交換により成立させること

に合意する。

第2条 運 用 マ ニ ュア ル

1.デ ー タ交換 の実施 に必要 な システム、送信手順、メッセージ構成、伝達するデー

タの種類 、システムの稼働時間その他 の細 目は、甲乙間で別に定めるデータ交

換運用マニ ュアル(以 下 「運用 マニ ュアル」 という)で 定 め る。

2.甲 お よび 乙は、運 用マニ ュアルが この協定 と一体をな し、この協定 と同一の効

力を有することを相互に確認する。

3・ システ ムの変更 その他 の事 由により運用マニュアルを変更する必要が生 じた場

合には、その変更に伴 う費用負担を含め、甲乙間で事前に協議 を行い合意のう

え変更する。

第3条 データ交換の安全および信頼確保のための手順

甲および乙は、データ交換の安全確保のため下記各号の全部またはいずれかの

手順を実施するものとし、その実施の手順の内容は運用マニュアルに定めるこ
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とに合意する。

(1)発 信者 の同一 性の確認手順

(2)発 信者 の作 成権 限の確認手順

(3)デ ー タ入力誤 りの確認手順

(4)伝 送途 上 にお け るデータ変質 の確認手順

(5)そ の他 甲お よび乙が合意 す る事項

第4条 デ ー タの 伝 達

データの伝達 は、運用マニュアルに定める方法により、相手方のメールボック

スに書き込むことにより行 う。

第5条 読 み 出 し不 能 デ ー タの 取 扱 い

1,伝 達 されたデー タの読み 出 しがで きない場合データの受信者は、これ らの事情

を知 った後、直ちに、相手方に対 してその 旨を により通知す る。

2.前 項 による通知が あ る場合 、発信者は当該のデータを撤回 したものとみなす。

第6条 受 信 確 認

1.甲 または 乙は、相手 方 に対 し、 その伝達にかかる発注データまたは受注データ

の受信確 認を求 めることができる。この受信確認の方法は、特段の指定のない

限り の方法によるもの とする。

2.前 項の受信確認 を受領 した場合、 当該発注データまたは受注データの伝達は完

了したもの とみな し、その受領がない場合には伝達がなか った もの とみなす。

第7条 デ ー タ の確 定

甲お よび乙は、伝達 されたデータが第3条 各号 に定め る安全確保 の ため の手順

にしたが って作 成 ・伝送 された場合には、それ ぞれ確認された事項につき受 信

データの内容が確定す ることに合意する。
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第8条 個 別 契 約 の成 立

本件取 引に関す る個別契約は、受注データが伝達された時に成立するもの とす

る。ただ し、乙が甲に対 して第6条 の受信確 認 を求め た場合 に は、個別契約は

受信確認 の受領 の時に成立するものと し、かつ 甲乙間に別段の定めが ある場合

には、その定めに従 うものとす る。

第9条 デ ー タ の 保 存 お よ び交 付

1.甲 お よび 乙は、それ ぞれ の発信 にかか るデータおよび受信 にかか るデータを保

存す るもの とし、相手方 の請求がある場合には、これを相手方 に交付 しなけれ

ばな らな い。ただ し、プ リントアウ ト ・複製その他によりこの交付 に費用が発

生す る場合には、その費用は請求者の負担 とする。

2.保 存お よび交付め細 目に関 しては運用マニ ュアルに定める。

第10条 費用負担

この協定に定めるデータ交換の運用に伴う費用の負担は別に定めるとおりとす

る。

第11条 シス テ ム の管 理

1.甲 お よび乙は、 デー タ交換 が 円滑かつ安全に実施されるようそれぞれ システム

を管理するもの とす る。

2.シ ステ ムの異常 、故障発生時 に伴 う措置は、運用マニュアルに定あるところに

よる。

第12条 基本契約 との関係

甲乙間で締結した本件取引に関する 年 月 日付基本契約書に定めた事項と

この協定に定めた事項との間に相違がある場合には、この協定の定めが優先的

効力を有するものとする。

∫
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第13条 有 効 期 間

この協定 の有効期 間は 年 月 日か ら 年 月 日まで とし、期間満了の3

カ月前 ま でに 甲 または 乙か ら相 手方に対 し書面 により更新の拒絶 または内容変

更の申出のない限り同一条件を もって更に 年継続す るものと し、事後 も同様

とす る。

平成 年 月 日

(甲)

(乙)
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